
    

 

 

 

平成２６年度 

包括外部監査結果報告書 

 

 

選定した特定の事件（テーマ） 

放置自転車対策事業及び自転車駐車場の管理運営について 

 

  

 

 

 

 

 

平成２７年３月 

荒川区包括外部監査人 
  



    

 

（本報告書における記載内容などの注意事項）  

１．端数処理  

報告書の数値は、原則として単位未満の端数を切り捨てて表示している

ため、表中の総額の内訳の合計が一致しない場合がある。単位未満の端数

を四捨五入して表示している場合などには、その旨の記載を行っている。  

公表されている資料などを使用している場合には、原則としてその数値

をそのまま使用している。そのため端数処理が不明確な場合もある。  

 

２．報告書の数値などの出典  

報告書の数値などは、原則として荒川区が公表している資料、あるいは

監査対象とした組織から入手した資料を用いている。その場合には出典は

記載していない。  

報告書の数値などのうち、荒川区以外が公表している資料あるいは監査

対象とした組織から入手した資料以外の数値などを用いたもの、あるいは

他の地方公共団体の数値などを表示したものについては、その出典を明示

している。また、監査人が作成したものについてもその旨明示している。 
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第一 包括外部監査の概要 

１．外部監査の種類 

地方自治法第２５２条の２７第２項に基づく荒川区との包括外部監査契約による監査 

 

 

２．選定した特定の事件（テーマ） 

「放置自転車対策事業及び自転車駐車場の管理運営について」 

 

 

３．選定理由 

放置自転車に関しては、全国的に、従前より大きな社会問題となっていたところであ

る。その後、各自治体での駐車場の整備や放置自転車の警告・撤去を含む対策事業の実

施により、昭和５６年をピークとして放置台数は減少に転じているものの、依然、放置

自転車対策が課題となっている地区や駅も多い。 

荒川区においても、放置自転車対策事業に毎年１億円前後を支出するとともに、自転

車駐車場（自転車等駐車場を含む。以下、同じ。）及び自転車置場を駅周辺に多数整備

し、放置自転車台数の低減を図っている。その結果、駅周辺での放置自転車台数は減少

傾向にある。しかし、平成２５年度の荒川区の犯罪認知件数の約３割を自転車の盗難が

占めており、自転車の盗難対策は、犯罪のないまちづくりを推進する上で重要な課題で

あり、放置自転車が、自転車の盗難を誘発する一因になっているものとも考えられる。

また、全体の放置自転車台数は減少しているものの、特定のエリアや店舗周辺などにお

いては、時間帯によっては放置自転車が目立つ個所があり、放置自転車対策事業の重要

性は減じられるものではない。 

一方、特に東日本大震災以降、通勤などに自転車を利用する人が増加しつつあるとと

もに、一部の駅周辺においては、民間自転車駐輪場が設置されるなど、放置自転車対策

事業及び自転車駐車場を取り巻く環境は変化しており、これに即した事業の実施が求め

られるところである。荒川区がこのような環境変化を踏まえて、自転車駐車場の管理運

営を行う指定管理者や自転車等放置防止・指導啓発業務や放置自転車撤去・運搬業務な

どを行う各委託事業者を活用し、効果的かつ効率的に事業が実施されているか検証する

必要がある。 

そこで、平成２６年度の包括外部監査のテーマとして、「放置自転車対策事業及び自

転車駐車場の管理運営について」を選定した。 
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４．監査の対象期間 

平成２５年度（平成２５年４月１日～平成２６年３月３１日）を監査の対象期間とし

たが、必要に応じて他の事業年度も対象とした。 

 

 

５．外部監査の方法 

（１）目標 

① 放置自転車対策事業及び自転車駐車場管理運営事業の適法性、適正性 

 

② 放置自転車対策事業及び自転車駐車場管理運営事業の効率性 

 

③ 自転車駐車場設備の維持管理手続きの適正性、妥当性 

 

④ 指定管理者及び外部委託業者との契約の適正性、有効性 

 

⑤ 自転車駐車場及び自転車置場における利用申込などの手続きの適正性、妥当性 

 

⑥ 放置自転車対策事業及び自転車駐車場管理運営事業に関連する使用料及び手数料

徴収事務の適正性、妥当性 

 

⑦ 指定管理者制度（利用料金制を含む。）の有効性についての検証 

 

⑧ 設備や機能の改善及び老朽化対策についての検証 

 

⑨ 放置自転車対策事業及び自転車駐車場管理運営事業に係る今後の課題についての

検討 
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（２）主な監査手続 

 以下の手続きを中心に、必要と考える手続きを実施した。 

 

① 監査対象施設に対する現地視察 

施設の現況を把握するとともに、担当者への質問聴取及び固定資産の現物確認など

を実施した。 

 [対象施設] 

・自転車駐車場（南千住駅東口自転車等駐車場、センターまちや自転車駐車場、

日暮里駅前自転車駐車場） 

・南千住第１自転車置場、三河島自転車置場（平成２６年９月末閉鎖）1 

・三河島自転車等保管場所 

 [実施日] 

・平成２６年８月１２日、１０月８日 

 

② 監査対象事業（委託業務）の実施状況に対する視察 

事業の実施状況を把握するとともに、担当者への質問聴取を実施した。 

 [対象事業] 

・自転車等放置防止・指導啓発業務委託に関連し、町屋駅周辺における実施状況

を視察 

・放置自転車等撤去・運搬業務委託に関連し、日暮里駅前における撤去業務及び

三河島自転車等保管場所への運搬業務を視察 

 [実施日] 

・平成２６年１０月８日 

 

③ 自転車駐車場の指定管理者に往査し、関係諸資料の閲覧及び入手、担当者への質

問聴取などを実施した。 

 [指定管理者] 

 ・株式会社ソーリン（南千住駅東口自転車等駐車場、日暮里駅前自転車駐車場） 

 ・サイカパーキング株式会社（センターまちや自転車駐車場） 

 [実施日] 

・平成２６年８月２１日、９月５日：株式会社ソーリン本社 

・平成２６年８月２７日、８月２８日：サイカパーキング株式会社本社 

 

                                              
1 自転車置場に関しては、サンプルとして南千住第１自転車置場及び三河島自転
車置場を視察対象とした。 
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④ 荒川区防災都市づくり部交通対策課に往査し、関係諸資料の閲覧及び入手、担当

者への質問聴取などを実施した。 

 

 

６．外部監査の実施期間  

平成２６年７月１５日から平成２７年３月３１日まで  

 

 

７．包括外部監査人 

 公認会計士  木下 哲 

 

 

８．包括外部監査人補助者 

 公認会計士      ５名 

 公認会計士試験合格者 １名 

 

 

９．利害関係  

包括外部監査の対象とした事件につき、地方自治法第２５２条の２９の規定により記

載すべき利害関係はない。 
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第二 放置自転車対策事業並びに自転車駐車場及び自転車置場の概要 

１．荒川区の放置自転車対策事業並びに自転車駐車場及び自転車置場 

（１）概要 

荒川区の放置自転車対策事業は、放置された自転車等を撤去することにより安全で快

適な生活環境の維持・向上を図ることを目的とし、区民及び近隣区の自転車等利用者を

対象として、自転車等の放置防止指導・啓発及び放置自転車の撤去、返還、処分などを

行っている。また、自転車等の利用者の利便を図り、区民の良好な生活環境の向上に資

することを目的とし、区内３か所（平成２６年３月３１日時点）の自転車駐車場の管理

運営、区内１２か所（平成２６年３月３１日時点）の自転車置場の維持管理、自転車置

場の整理・誘導、民間自転車駐車場助成を行っている。 

 

事業内容 

 

 

１．自転車駐車場・置場の整備 

２．放置自転車等の規制及び撤去・返還・処分 

３．放置防止キャンペーン及びポスターコンクールなどの啓発 

４．撤去自転車のうち、引き取り手のない自転車のリサイクル 

（１）区内リサイクル：区民向けリサイクル自転車の販売 

（２）海外リサイクル：再生自転車海外譲与自治体連絡会を通じ、開発途

上国へ無償譲渡 

根拠条例 荒川区自転車等の放置防止及び自転車等駐車場の整備に関する条例 

（以下「放置防止条例」という。） 

荒川区自転車等駐車場条例（以下「駐車場条例」という。） 
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（２）主な事業の枠組み 

① 自転車駐車場・置場の整備 

 荒川区は、駅周辺を中心に自転車の駐車スペースを確保するため、区内３か所の自転

車駐車場及び１２か所の自転車置場を整備している。その上で、自転車駐車場の管理運

営については指定管理者に委ねるとともに、自転車置場については、区の直営にて運営

しているが、特段、職員は配置せず、朝夕の時間帯を中心として、整理誘導業務を外部

の業者に委託している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 放置自転車等の規制及び撤去・返還・処分 

 荒川区は、区内７区域を放置禁止区域に指定するとともに、区内主要駅周辺において、

放置自転車の撤去警告や利用者に対する指導啓発業務を行っている。その上で、区全域

において、一定の要件の下、放置されている自転車等を撤去している。撤去した放置自

転車等は自転車等保管場所に移送され、利用者からの申し出に基づいて返還されるとと

もに、一定期間を経過してもなお引き取りが無い自転車等についてはリサイクル、売却

もしくは廃棄処分する。 

 このうち、放置自転車等に対する撤去警告・指導啓発、放置自転車等の撤去・移送、

撤去した放置自転車等の保管場所の管理・返還の各業務については、外部の業者に委託

している。 

 

 

 

 

 

 

 

  

（外部委託） （外部委託） （外部委託） 

（区の直営） 

荒 川 区 

自転車駐車場 

（区内３か所） 

（指定管理者制度） 

自転車置場 

（区内１２か所） 

（整理誘導業務委託） 

荒 川 区 

自転車等放置防止・ 

指導啓発業務 

放置自転車等撤去・ 

運搬業務 

自転車保管場所管理・

自転車返還業務 



テーマ 放置自転車対策事業及び自転車駐車場の管理運営について 

7 

２．荒川区における放置自転車等台数の推移 

平成２１年度以降の区内における放置自転車等の台数、荒川区の運営する自転車駐車

場及び自転車置場の収容台数、登録台数、放置自転車等の撤去台数の推移は次表のとお

りである。 

放置自転車等の台数は、内閣府もしくは東京都が実施する駅前放置自転車等実態調査

に合わせて把握した、一定時点における放置自転車等の台数である。平成２３年度以降

大きく台数を減少させており、平成２５年度の台数は、平成２１年度の調査と比べ、６

９７台（４４.３％）減少させている。 

自転車駐車場収容台数は、荒川区が管理運営する自転車駐車場（区内３か所）及び自

転車置場における定期利用及び一時利用の収容台数の合計であり、収容能力を示す。平

成２０年度の日暮里駅前自転車駐車場開設以後、三河島駅前自転車駐車場（平成２６年

度開設）まで自転車駐車場の設置は行われていないことから、自転車駐車場の収容台数

に変化はない。また、自転車置場の収容台数も微増にとどまっている。 

撤去台数は、荒川区が撤去した放置自転車等の年間合計台数である。平成２１年度以

降、概ね１万台前後の撤去実績であったが、平成２５年度においては、放置自転車等の

台数が減少したことに伴い、８,４０５台にとどまっている。 

 

【放置自転車等台数等の推移】                   （単位：台） 

区分 H２１年度 H２２年度 H２３年度 H２４年度 H２５年度 

放置自転車等 １,５７０ １,６６３ １,４３３ １,１１０ ８７３ 

収容台数合計 ７,７７０ ７,８９０ ７,８１０ ７,８１０ ７,９６０ 

 自転車 

駐車場 
４,１８７ ４,１８７ ４,１８７ ４,１８７ ４,１８７ 

自転車 

置場 
３,５８３ ３,７０３ ３,６２３ ３,６２３ ３,７７３ 

撤去台数 １０,６３４ ９,０７５ １１,３４３ １０,２７７ ８,４０５ 
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３．自転車駐車場及び自転車置場の設置状況 

（１）自転車駐車場の設置状況など 

① 設置状況 

荒川区は、駐車場条例に基づき、区内３か所の自転車駐車場を設置している。なお、

三河島駅前南地区第一種市街地再開発事業に伴い、平成２６年１０月に三河島駅前自転

車駐車場が開設されたが、本件監査における直接の対象とはしていない。また、南千住

駅東口自転車等駐車場は、自転車駐車場以外に原動機付き自転車駐車場を併設している。 

いずれの自転車駐車場も指定管理者制度が導入されており、管理者として指定された

民間事業者の職員が常駐し、自転車駐車場の維持管理、利用料金の徴収及び定期利用登

録の手続きなどを行っている。 

 

【自転車駐車場】 

名称 所在地 面積（㎡） 
収容台数（台） 

開設年月 
定期利用 一時利用 

南千住駅 

東口 

南千住 

４-１-２ 
２,２４７ １,２８５ ２００ H１４.０４ 

センター 

まちや 

荒川 

７-５０-９ 
１,４３８ １,２００ ２０７ H０８.０４ 

日暮里駅前 
西日暮里 

２-２４-２ 
１,７０６ １,１００ １７０ H２０.０４ 

小計 ５,３９１ ３,５８５ ５７７  

三河島駅前 
西日暮里 

１-６-２０ 
７７６ ３３０ １１０ H２６.１０ 

合計 ６,１６７ ３,９１５ ６８７  

 

 

【原動機付自転車駐車場】 

名称 所在地 面積（㎡） 
収容台数（台） 

開設年月 
定期利用 一時利用 

南千住駅 

東口 

南千住 

４-１-２ 
２,２４７ ２０ ５ H１４.０４ 

（注）南千住駅東口自転車等駐車場の面積は、自転車駐車場と原動機付自転車駐車場を

合わせた面積。 
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② 利用料金 

ア．定期利用 

 自転車駐車場の利用料金は、定期利用と一時利用とに分かれており、定期利用の場

合は、更に、荒川区民と区民以外とで料金設定が異なる。 

 

【自転車】 

 荒川区民 区民以外 

一般 学生 一般 学生 

１か月 ２,０００円 １,４００円 ４,０００円 ２,８００円 

３か月 ５,４００円 ３,８００円 １０,８００円 ７,６００円 

６か月 １０,２００円 ７,２００円 ２０,４００円 １４,４００円 

 

【原動機付自転車（５０㏄以下）】 

 荒川区民 区民以外 

１か月 ３,０００円 ６,０００円 

３か月 ８,１００円 １６,２００円 

６か月 １５,３００円 ３０,６００円 

 

イ．一時利用（１日１回の料金） 

【自転車】 

利用時間数 料金 

２時間以内 無料 

２時間超～８時間 １００円 

８時間超～ ２００円 

 

【原動機付自転車（５０㏄以下）】 

利用時間数 料金 

８時間以内 １５０円 

８時間超～ ３００円 
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③ 指定管理者の状況 

自転車駐車場の指定管理者は、自転車駐車場を単位として指定されており、指定期間

は３年間である。今回の監査対象である南千住駅東口、センターまちや及び日暮里駅前

の各自転車駐車場については、駐車場利用者から徴収した利用料金を指定管理者の収入

とし、区からは特段の指定管理料の支出を行わない利用料金制が採用されている2。 

なお、三河島駅前自転車駐車場の指定管理については、施設規模が約４００台と小規

模なことなどから、施設単体での事業採算性を見込むことは困難であるとして、利用料

金収入が施設管理に必要な金額に満たなかった場合に限り、その差額を区から指定管理

料として支出する、いわば「利用料金と指定管理料の併用制」を採っている。 

 

自転車駐車場 指定管理者名 指定期間 

南千住駅東口 株式会社ソーリン 
平成２４年４月１日～ 

平成２７年３月３１日 

センターまちや 
サイカパーキング 

株式会社 

平成２４年４月１日～ 

平成２７年３月３１日 

日暮里駅前（注１） 株式会社ソーリン 
平成２３年４月１日～ 

平成２６年３月３１日 

三河島駅前 
センターサイクル荒川共同体

（注２） 

平成２６年１０月１日～ 

平成３０年３月３１日 

（注１）日暮里駅前自転車駐車場については、平成２６年４月１日より、株式会社ソー

リンが引き続き指定管理者（指定期間３年）に指定されている。 

（注２）公益財団法人自転車駐車場整備センターとサイカパーキング株式会社による共

同体 

 

 

（２）自転車置場の設置状況など 

① 設置状況 

自転車駐車場以外に、１２か所の自転車置場が設置されており、収容台数は定期利用

が３,２７３台、一時利用が３５０台である。区の直営であるが、職員は配置されてお

らず、一部の時間帯のみ、委託を受けた自転車置場整理員が利用案内及び整理などを行

っている。利用登録の手続きは区所管課が窓口となり行っている。 

 

 

                                              
2 施設の修繕費を除く。 
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地区 名称 所在地 
面積 

（㎡） 

定期利用 

（台） 

一時利用 

（台） 
開設年月 

  

南千住 

南千住第一 
南千住 

２-３４ 
２９４ ２１１ － S５８.０４ 

南千住第四 
南千住 

２-３３ 
４５ １００ － S６２.０４ 

  

町屋 

京成駅前 
荒川 

７-４０外 
９５ ４０ － S５７.０４ 

自然公園 
荒川 

８-３２ 
１２９ ７０ － S５７.０４ 

 

 

 

 

西日暮里 

西日暮里 
西日暮里 

５-３８ 
６８８ ７９２ － S６１.０４ 

西日暮里 

第二 

西日暮里 

５-２２外 
２８７ ２５０ － S６３.０４ 

西日暮里 

第三 

西日暮里 

５-３７外 
１,２３７ １,２９０ １５０ H１４.０４ 

道灌山通り

第一 

西日暮里 

３-５外 
１５ ２０ － S６１.０４ 

三河島 
東日暮里 

６－１ 
３４９ ２００ ５０ S６２.１０ 

 

熊野前 

東尾久 

８-１０ 

-３外 

３７９ １５０ １５０ H２０.０４ 

 赤土小学校

前 

東尾久 

４-７ 
７９ ５０ － H２０.０４ 

 南千住 

二丁目 

南千住 

２-４ 
９０ １００ － H２２.０４ 

合計 ３，６８７ ３，２７３ ３５０  

 

② 登録手数料 

自転車置場の登録手数料は、登録日から年度末日（３月３１日）までを期間として、

荒川区民が３,３００円、区民以外が６,６００円と定められている。 
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４．放置自転車等の撤去、返還及び処分などの状況 

（１）根拠法令 

「自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合的推進に関する法律」（以

下「自転車法」という。）第５条において、地方公共団体は、道路管理者などと協力し、

道路に駐車中の自転車の整理、放置自転車等の撤去などに努めるものとされており、同

６条において、放置自転車等の撤去、保管などの放置自転車対策は、市区町村長が条例

を制定し実施することとされている。これを受けて、荒川区では、放置防止条例及び駐

車場条例を制定し、放置禁止区域の指定を始めとする各種の放置自転車対策を実施して

いる。 

なお、放置防止条例第２条において、自転車等とは、道路交通法に規定する自転車又

は原動機付自転車をいい、放置とは、自転車等の利用者又は所有者が、自転車等駐車場

その他の自転車等を置くことが認められている場所以外の場所において、その自転車等

から離れ、直ちに移動させることができない状態をいうものと定義されている。 

 

 

（２）放置禁止区域の指定 

区は、自転車等の駐車施設が整備されている地域で、自転車等の放置により良好な生

活環境が阻害されると認められる地域について、放置禁止区域を指定することができ（放

置防止条例第１０条）、これに違反して放置禁止区域内に自転車等が放置されている場

合には、当該自転車等を撤去する権限を有する（放置防止条例第１２条）。具体的には、

あらかじめ撤去警告札による警告を行った後、１時間を経過してもなお放置されている

場合には、当該自転車等を撤去することを規則にて定めている。現在、区内７区域（南

千住、町屋、日暮里、西日暮里、三河島、熊野前、赤土小学校前各駅の概ね２００メー

トル以内）が放置禁止区域に指定されている。なお、放置禁止区域外の地域においては、

撤去警告札による指導を行った後、７日を経過してもなお自転車等の放置がされている

場合には、当該自転車等を撤去することが可能である。 

平成２１年度以降における、各地域別の撤去回数の推移は次表のとおりであり、平成

２５年度においては計４５０回実施されている。 
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【地域別撤去回数の推移】                     （単位：回） 

区分 H２１年度 H２２年度 H２３年度 H２４年度 H２５年度 

放置禁止区域      

 南千住 ４９ ４６ ５１ ４６ ４８ 

町屋 ５２ ４７ ５７ ８２ ８２ 

日暮里 ５９ ４２ ５１ ４９ ４８ 

西日暮里 ４９ ４２ ５１ ４６ ４８ 

三河島 ３８ ４１ ４４ ２４ ２３ 

熊野前 ３７ ４０ ４４ ２３ ２３ 

赤土小学校前 ３ ３３ ４０ ２３ ２３ 

放置禁止区域外 １３８ １２３ １３９ １５６ １５５ 

合計 ４２５ ４１４ ４７７ ４４９ ４５０ 

 

 

（３）撤去した自転車等の返還 

区内には三河島駅高架下及び宮地陸橋下の２か所に、自転車等保管場所が設置されて

いる。撤去した自転車等は自転車等保管場所に移送され、撤去した自転車等の所有者が

判別する場合には、区は、放置自転車等返還通知書により、その旨を通知する。撤去し

た自転車等の所有者が申し出た場合には、三河島自転車等保管場所にて、所定の手続き

を経た上で返還する。 

 

【自転車等保管場所】 

名称 所在地 面積（㎡） 保管可能台数（台） 開設年月 

三河島 西日暮里１－６ １,０３７ １,０００ H０２.０１ 

宮地陸橋下 西日暮里１－１ １,００１ ７００ S６１.０４ 

合計 ２,０３８ １,７００  

 

【撤去手数料】 

区分 金額 

自転車 ５,０００円 

原動機付自転車 ７,５００円 
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（４）撤去した自転車等の廃棄、処分及びリサイクル 

撤去した自転車等は、撤去した日の翌日から起算して２か月を経過してもなお引き取

りが無い場合には、売却や譲与、廃棄などの処分が行われる。具体的には、再生可能な

自転車の一部はリサイクル自転車として、社会福祉法人荒川区社会福祉協議会と再生自

転車海外譲与自治体連絡会を通じ、開発途上国に無償譲渡するとともに、それ以外につ

いては、売却している。なお、平成２４年度までは、再生不能な自転車については廃棄

処分としていたが、平成２５年度より、再生可能な自転車と一体での売却に変更したた

め、平成２５年度においては、自転車の廃棄台数は発生していない。 

一方、原動機付自転車については売却対象としておらず、返還されなかったものは全

て廃棄処分とされている。 

 

【撤去した自転車の返還、処分、リサイクル台数の推移】        （単位：台） 

区分 H２１年度 H２２年度 H２３年度 H２４年度 H２５年度 

撤去台数 １０,５７７ ９,０３６ １１,２７５ １０,２１１ ８,３２８ 

返還台数 ３,３９７ ２,６９６ ４,１８８ ４,０３０ ３,１６５ 

売却台数 ３,２８０ ２,２９５ １,９５８ １,８２３ ４,９５６ 

廃棄台数 ３,２４８ ３,２２０ ４,２０５ ３,６８９ － 

区内リサイ

クル台数 
６００ ６００ ６００ ６００ ６００ 

海外リサイ

クル台数 
１００ １００ １００ １００ １００ 

（注）撤去後２か月を期限とした保管期間が存在するため、返還、売却、廃棄及びリサ

イクル台数の合計は、撤去台数に一致しない。 

 

【撤去した原動機付自転車の返還、処分台数の推移】          （単位：台） 

区分 H２１年度 H２２年度 H２３年度 H２４年度 H２５年度 

撤去台数 ５７ ３９ ６８ ６６ ７７ 

返還台数 １４ １５ ２６ ４４ ４６ 

廃棄台数 ２５ ２９ ０ ４５ ３９ 

（注）撤去後２か月を期限とした保管期間が存在するため、返還及び廃棄台数の合計は、

撤去台数に一致しない。 
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５．民間自転車駐輪場への補助制度 

荒川区では、「荒川区民営自転車駐車場育成補助金要綱」に基づき、新たに一定の要

件に該当する自転車駐輪場を設置しようとする事業者に対して、建設費の一部を補助し

ている。これまでに１２件（補助金額合計：９,３８２千円）の民間自転車駐輪場が補

助を受けており、収容台数の合計は１,２４６台である。 

平成２１年度以降における補助金交付実績の推移は次表のとおりである。 

 

【荒川区民営自転車駐車場育成補助金交付実績の推移】 

区分 H２１年度 H２２年度 H２３年度 H２４年度 H２５年度 

補助件数 

（件） 
－ － ２ － １ 

補助金額 

（千円） 
－ － ３,２２８ － ５２５ 

収容台数 

（台） 
－ － ３５８ － ５０ 

 

 

【補助対象者】 

次の各号のいずれにも該当する民営自転車駐車場の設置者 

（１）駐車場の位置が鉄道からおおむね３００メートル以内の地域にあること。 

（２）駐車場の構造及び設備が利用者の安全を確保することができ、自転車が有効に駐

車できるものであること。 

（３）駐車場の収容能力がおおむね自転車５０台分以上あり、通勤又は通学の為、住居

と当該駐車場との往復に自転車を利用する者の自転車を主として収容するもので

あること。 

（４）当該駐車場が継続して３年以上運営されること。 
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６．放置自転車対策事業及び自転車駐車場の管理運営に係る歳入・歳出 

直近３か年度（平成２３年度から平成２５年度）における、放置自転車対策事業及び

自転車駐車場の管理運営に係る歳入及び歳出の推移は、以下のとおりである。 

 

（１）放置自転車対策事業に係る歳入・歳出 

① 歳入決算 

歳入額の合計は、平成２５年度において２０,７９７千円であり、その主体である放

置自転車撤去手数料は、撤去した自転車等を返還する際に徴収する手数料である。返還

台数の減少に伴い減少しており、平成２３年度と比して、平成２５年度は２割以上減少

している。 

雑入は、主に撤去した自転車の売却収入であり、特に、平成２５年度においては、売

却台数が大きく増加したことから、その売却収入も増加している。 

 

【歳入決算】                          （単位：千円） 

款項目節 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

（款）使用料及び手数料（項）手数料（目）土木手数料 

 放置自転車撤去手数料 １９,１４０ １８,７６５ １４,８４２ 

（款）諸収入（項）雑入（目）雑入 

 雑入 ２,４８０ ３,５３５ ５,９５４ 

歳入額合計 ２１,６２０ ２２,３００ ２０,７９７ 

 

【自転車等返還台数の推移】                   （単位：台数） 

種別 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

自転車 ４，１８８ ４，０３０ ３，１６５ 

原動機付自転車 ２６ ４４ ４６ 

合計 ４，２１４ ４，０７４ ３，２１１ 

 

【自転車売却台数の推移】                    （単位：台数） 

種別 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

自転車 １,９５８ １,８２３ ４,９５６ 
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② 歳出決算 

歳出額の合計は、平成２５年度において８８,８０６千円である。放置自転車対策事

業の歳出決算額には、荒川区職員の給与は含まれないこともあり、歳出額合計の８割以

上を委託料が占めている。主な委託業務は、放置自転車等を撤去し、自転車等保管場所

まで運搬する業務、自転車等保管場所の管理運営業務、自転車等の放置防止・指導啓発

業務などである。このうち、自転車等放置防止・指導啓発業務（委託先：公益社団法人

荒川区シルバー人材センター）だけで、歳出額合計の過半を占める。 

 

過去３か年度においては、概ね、９千万円前後の歳出額合計にて推移しており、平成

２５年度における歳入額合計と歳出額合計との差額は、△６千８百万円程度である。 

 

【歳出決算】                          （単位：千円） 

款項目節 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

（款）土木費（項）土木管理費（目）土木総務費 

報酬 ２,０７９ ２,０７９ ２,０７９ 

共済費 ２７８ ２８７ ２９０ 

光熱水費 ２７０ ２６６ ３１０ 

食糧費 ２２ ２１ １９ 

一般需用費 ３,５１７ ３，９３０ １,９３９ 

役務費 ３９６ ４０８ ４０７ 

委託料 ７８,１６４ ７７，７１７ ７７,２７７ 

使用料及び賃借料 ５,２４８ ５，４６３ ５,４６３ 

負担金補助及び交付金 １,０２０ １，０２０ １,０２０ 

歳出額合計 ９０,９９８ ９１,１９４ ８８,８０６ 

 

歳入額合計－歳出額合計 △６９,３７８ △６８,８９４ △６８,００９ 
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【委託料の主な内訳】                      （単位：千円） 

種別 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

自転車等放置防止・指導啓発

業務委託 
４９,２７８ ５０,３１０ ５０,２８２ 

自転車等保管場所管理・自転

車等返還業務委託 
１６,１４７ １５,６５１ １５,２６３ 

放置自転車等撤去・運搬業務

委託 
９,２４６ ９,０２５ ９,８５０ 

その他の業務委託 ３,４９１ ２,７２９ １,８８０ 

合計 ７８，１６４ ７７,７１７ ７７,２７７ 

 

 

（２）自転車駐車場及び自転車置場の管理運営に係る歳入・歳出 

① 歳入決算 

歳入額の合計は、平成２５年度において２６,５１９千円である。このうち、自転車

登録手数料は、自転車置場に登録する際に徴収する手数料である。なお、指定管理者制

度を導入している自転車駐車場の利用料金については、全て指定管理者の収入となるた

め、区の歳入決算には計上されない。 

また、指定管理者利益納付金は、基本協定及び年度協定に基づき、指定管理者が区に

納付するものである。日暮里駅前自転車駐車場については、各年度、収支差額がマイナ

ス（赤字）であり、平成２３年度からは納付金が発生していない。 

【歳入決算】                          （単位：千円） 

款項目節 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

（款）使用料及び手数料（項）手数料（目）土木手数料 

 自転車登録手数料 １４,８８９ １４,６２８ １３,２１９ 

（款）諸収入（項）雑入（目）雑入 

 指定管理者利益納付金 １１,８８０ １３,３００ １３,３００ 

歳入額合計 ２６,７７０ ２７,９２８ ２６,５１９ 

 

【指定管理者利益納付金の内訳】                 （単位：千円） 

自転車駐車場 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

南千住駅東口 ６,５３４ ９,０００ ９,０００ 

センターまちや ５,３４６ ４,３００ ４,３００ 

日暮里駅前 － － － 

合計 １１,８８０ １３,３００ １３,３００ 
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② 歳出決算 

歳出額の合計は、平成２５年度において２７,２５６千円である。放置自転車対策事

業と同様に、荒川区職員の給与が含まれないこともあり、歳出額合計の８割以上を委託

料が占めている。主な委託業務は、自転車置場の整理業務、センターまちや及び日暮里

駅前の各自転車駐車場出入口付近における自転車等の整理・補助等業務である。このう

ち、自転車置場の整理業務は公益社団法人荒川区シルバー人材センターに、センターま

ちや及び日暮里駅前の各自転車駐車場出入口付近における自転車等の整理・補助等業務

は、各自転車駐車場の指定管理者に委託されている。平成２５年度の歳出額合計は、前

年度と比べて５,０００千円程度減少しているが、主に、日暮里駅前自転車駐車場出入

り口整理・補助などの業務委託費の減少によるものである。 

また、負担金補助及び交付金は民営自転車駐車場育成補助金であり、この補助金額の

増減が、歳出額合計の額の変動に、大きく影響している。結果として、歳入額合計と歳

出額合計との差額は、平成２３年度及び平成２４年度においては△５百万円前後であっ

たが、平成２５年度においては、△１百万円を切る水準にある。 

 

【歳出決算】                          （単位：千円） 

款項目節 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

（款）土木費（項）土木管理費（目）土木総務費 

賃金 ２４８ ２６６ ２５８ 

光熱水費 ５９４ ６１２ ６６６ 

一般需用費 ７６３ ２,１１８ ８７２ 

委託料 ２７,０５７ ２８,９４５ ２４,１７６ 

使用料及び賃借料 ７５２ ７５７ ７５７ 

負担金補助及び交付金 ３,２２８ － ５２５ 

歳出額合計 ３２,６４５ ３２,６９９ ２７,２５６ 

 

歳入額合計－歳出額合計 △５,８７５ △４,７７０ △７３６ 
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【委託料の主な内訳】                      （単位：千円） 

種別 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

自転車置場整理業務委託 １５,７３５ １６,０５７ １６,０４８ 

日暮里駅前自転車駐車場出入

口整理・補助等業務委託 
５,６４７ ５,７６７ １,９２２ 

センターまちや自転車駐車場

出入口整理・補助等業務委託 
２,８２３ ２,８８３ ２,８８３ 

その他の業務委託 ２，８５１ ４,２３６ ３，３２１ 

合計 ２７,０５７ ２８,９４５ ２４,１７６ 

 

 

（３）放置自転車対策事業及び自転車駐車場の管理運営に係る歳入・歳出（合算） 

放置自転車対策事業及び自転車駐車場の管理運営に係る歳入・歳出の合計額は、平成

２５年度において、歳入額合計が４７,３１７千円、歳出額合計が１１６,０６２千円で

あり、その差額は△６８,７４５千円である。これが、実質的な荒川区の負担額と言え

る。平成２３年度及び平成２４年度と比べ、５,０００～７,０００千円程度減少してい

るが、主に、委託費の減少と民間自転車駐車場育成補助金の変動によるものである。 

 

【両事業に係る歳入・歳出の合計額】                （単位：千円） 

区分 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

歳入額合計 ４８,３９０ ５０,２２９ ４７,３１７ 

歳出額合計 １２３,６４４ １２３,８９３ １１６,０６２ 

歳入額合計－歳出額合計 △７５,２５３ △７３,６６３ △６８,７４５ 
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第三 監査の結果及び意見 

Ⅰ．総論 

荒川区では、自転車駐車場や自転車置場の整備とともに、条例に基づく放置禁止区域

の指定による放置自転車の規制・撤去などを精力的に進めてきた。これにより、放置自

転車台数をピーク時の６，８４８台から８７３台に大きく減少させた。 

今後、地区ごとに異なる新たな課題を的確に捉えた上で、放置自転車対策事業を次の

段階へと進めていくことが求められる。 

 

１．放置自転車対策事業の見直しについて 

（１）区内の自転車利用及び放置自転車等の実態把握について 

現状、荒川区内の放置自転車台数等の調査は、毎年、東京都青少年・治安対策本部と

ともに実施する放置状況などの調査のみである。この調査は、区内駅周辺（鉄軌道駅か

ら概ね半径５００ｍ以内の区域）における自転車、原動機付自転車及び自動二輪車の放

置台数の調査であるが、荒川区内では、南千住、町屋、日暮里、西日暮里、三河島、熊

野前、赤土小前、新三河島、三ノ輪橋、小台及び荒川車庫前の計１１駅周辺を対象に実

施されている。 

平成２５年度においては、１０月の晴天の平日のうち任意の一日、概ね午前１１時頃

の駅周辺において実施されている。調査結果をとりまとめた「平成２５年度調査 駅前

放置自転車の現況と対策」（東京都青少年・治安対策本部）によると、当該調査日にお

ける放置台数及び実収容台数（調査時において、自転車駐車場及び自転車置場に実際に

駐車している台数）は、次表のとおりである。なお、この場合の実収容台数には、荒川

区の設置した自転車駐車場及び自転車置場のみならず、鉄道事業者及びその関連会社や

民間事業者が設置した駐輪場も含んだ数値となっている。また、右欄の「放置率」は監

査人が設定したものであり、当日の乗入台数（放置台数＋実収容台数）と放置台数との

比率である。 

特に、日暮里駅周辺及び三ノ輪橋駅周辺の放置率が高く、日暮里駅周辺では６台に１

台が、三ノ輪橋駅周辺では４台に１台は自転車駐車場等に駐輪せず、路上等に放置され

ている。日暮里駅には、収容台数１,２７０台の日暮里駅前自転車駐車場が設置されて

いるにも関わらず、放置率が高い。また、新三河島、小台及び荒川車庫前の３駅周辺に

は、民間も含めて駐輪場が設置されていないことから、駐車されている自転車は全て放

置自転車となる。また、町屋駅周辺においては、放置率自体は５％に止まっているもの

の、放置台数は１００台を超えている。これらの駅周辺の状況を改善することが、放置

自転車対策事業の一つの目的になるものと考える。 
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【放置台数及び実収容台数の状況】                  （単位：台） 

駅名 
放置台数 実収容台数 放置率（％） 

自転車 原付 自転車 原付 自転車 原付 

南千住 １８ ０ ２,４５６ １４ ０.７３ ０.００ 

町屋 １０３ １ １,９５９ １２ ５.００ ７.６９ 

日暮里 １０７ １ ５１７ ０ １７.１５ １００.００ 

西日暮里 ７２ ３ １,５２６ ０ ４.５１ １００.００ 

三河島 ２３ ０ ２７７ ０ ７.６７ － 

熊野前 ２ ０ ２１４ ０ ０.９３ － 

赤土小前 ２ ２ １２ ０ １４.２９ １００.００ 

新三河島 １４ ０ ０ ０ １００.００ － 

三ノ輪橋 ６７ ０ １７１ ０ ２８.１５ － 

小台 ５７ ３ ０ ０ １００.００ １００.００ 

荒川車庫前 ５８ ２ ０ ０ １００.００ １００.００ 

合計 ５２３ １２ ７,１３２ ２６ ６.８３ ３１.５８ 

（注１）放置率＝放置台数÷（放置台数＋実収容台数）。監査人が算定。 

（注２）放置率については、小数点第３位を四捨五入した。  

 

 

＝監査の結果及び意見＝ 

 

このような実態調査は、単純に放置率を算定するだけでも、課題となる地区が明確に

なるものであるが、東京都とともに実施する調査は、毎年１０月頃に１回実施されるの

みであり、他の時期における状況は把握できない。例えば、駅周辺であれば、４月から

５月の新年度当初においては、秋頃に比べて相当程度、自転車等の乗入台数自体が多い

ことも推測される。また、平成２５年度の調査では午前１１時頃の状況であり、他の時

間帯の状況は把握できない。例えば、主婦層が多く自転車等を利用する地区であれば、

夕方の買い物時間帯には、一時的に乗入台数が集中することが想定され、これが地域住

民にとっては通行の妨げとなっている可能性もある。更に、本調査は駅周辺の地区を対

象として実施されているが、放置自転車等は駅周辺だけではなく、例えば、住宅街の中

でも、駐輪スペースに余裕の無い賃貸マンションやスーパーなどの商業施設の周囲にお

いても、時間帯によって発生していることが、十分に想定される。しかし、現状、この

ような放置自転車等の実態調査は、行われていない。 

一方、有効な放置自転車対策を実施するためには、放置自転車等がどの時間帯にどこ

で発生しているかだけではなく、当該地区に自転車等にて乗り入れる利用者層（学生、

主婦層、サラリーマンなど）や利用目的（通勤、通学、買い物など）、どこから乗り入
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れてくるかなどに関する情報が有用である。このため、今後の放置自転車対策事業を実

施する上での基礎データとして、東京都とともに実施する調査以外に、区独自に、区内

における自転車等の利用実態や放置自転車等の発生状況などの調査を実施することを提

案したい。その際には、駅周辺以外も調査対象地域を設定するとともに、アンケート調

査などの手法により、自転車等の利用層やその目的などを把握することも併せて検討す

ることが望ましいものと考える。 

ちなみに、「平成２５年度調査 駅前放置自転車の現況と対策」（東京都青少年・治安

対策本部）によると、都内８区（千代田区、墨田区、江東区、大田区、杉並区、練馬区、

葛飾区、江戸川区）において、区独自にて、放置自転車等の実態調査を実施している。

他区の状況も参考に、実施手法、時期及び調査対象などを含めて検討する必要がある。 

 

 

（２）民間自転車駐輪場の実態把握と施策への組み込みについて 

区内でも、町屋駅周辺や南千住駅周辺においては、民間事業者による自転車駐輪場の

設置が増加している。区所管課においても、網羅的なものではないが、外出時に目に留

まった民間自転車駐輪場については、適宜、設置者や台数などを記録している。現状、

区が把握している民間自転車駐輪場は、南千住駅周辺に７か所（計１,１３３台分）、町

屋駅周辺に１３か所（計１,１９６台分）であり、収容台数の合計では、南千住駅東口

自転車等駐車場及び町屋駅自転車駐車場に匹敵する規模となっている。特に、南千住駅

周辺においては、南千住駅東口自転車等駐車場の一時利用よりも低廉な価格で利用でき

るもの（例：１日１００円、１２時間毎１００円）や、商業施設に隣接したものなどが

存在しており、自転車駐車場と競合する関係にある。 

 

 

＝監査の結果及び意見＝ 

 

民間自転車駐輪場も、自転車利用者に対して駐輪スペースを提供するという点では違

いは無く、その存在自体は、放置自転車対策事業の目的に合致するものである。また、

区が大規模な自転車駐車場を建設することなく事業目的を達成し得る点では、より効率

的な手段となり得るものである。今後、区の放置自転車対策事業の目的の達成に寄与す

る主体の一つとして位置付け、その充実を施策の中に取り込むことも選択肢の一つと考

える。 

そのためには、先ずは区内の民間自転車駐輪場の実態把握を網羅的に行うとともに、

設置者に呼びかけ、料金や収容台数などに関する情報提供を求めるとともに、必要な場

合には、一定期間の事業継続を要請するなど、区の自転車駐車場を補完する施設として

位置付けることを検討することが望ましい。特に、荒川区では、「荒川区民営自転車駐
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車場育成補助金要綱」に基づき、新たに一定の要件に該当する自転車駐輪場を設置しよ

うとする事業者に対して、建設費の一部を補助している。これまでに１２件の民間自転

車駐輪場が補助を受けており、収容台数の合計は１,２４６台にのぼるが、補助制度を

利用した事業者に対しては、定期的な現況報告への協力義務を補助要綱に定めるなどの

対応を図ることが望ましい。 

加えて、現在、「荒川区民営自転車駐車場育成補助金要綱」上、「当該駐車場が継続し

て３年以上運営されること」を補助要件としているが、これを１０年程度とする代わり

に補助上限額を引き上げる補助制度を、現行のものと併設するなどし、一定以上の期間、

継続して駐輪場が提供される方策についても、併せて検討することが望ましい。 

 

 

（３）三ノ輪橋駅周辺地区への放置禁止区域の指定の検討について 

放置防止条例第１０条においては、「自転車等の駐車施設が整備されている地域で、

自転車等の放置により良好な生活環境が阻害されると認められる地域」を放置禁止区域

に指定できるものとしている。東京都青少年・治安対策本部とともに実施する放置状況

などの調査において、５０台以上の放置台数があった町屋、日暮里、西日暮里、三ノ輪

橋、小台及び荒川車庫前の６駅周辺のうち、放置禁止区域に指定されていないのは、三

ノ輪橋、小台及び荒川車庫前の３駅周辺である。このうち、小台及び荒川車庫前周辺に

は、自転車等の駐車施設自体が存在しないため、放置禁止区域の指定は困難である。 

 

 

＝監査の結果及び意見＝ 

 

区所管課によれば、三ノ輪橋駅周辺については、一定数の収容台数があるものの、区

の自転車置場としては南千住二丁目自転車置場（収容台数１００台）のみのため、自転

車等の駐車施設が十分に整備されている地域とは言い難いとして、放置禁止区域の指定

は実施していないとのことである。しかし、三ノ輪橋駅周辺は、台東区との区界であり、

台東区側には三ノ輪自転車駐車場及び三ノ輪自転車置場が設置されるとともに、放置自

転車指導整理区域に指定されている。また、荒川区民でも東京メトロ日比谷線三ノ輪駅

を利用する際には、台東区の自転車置場を一時利用する者も多いと考えられる。このよ

うに、行政区の境をまたぐ形で自転車利用者の動きが存在する状況において、荒川区の

自転車駐車場もしくは自転車置場が十分に整備されていることを、放置禁止区域の指定

の前提条件とすることは合理的ではないと考えられる。 

今後、三ノ輪橋駅周辺の放置自転車及び自転車利用者の実態、民間自転車駐輪場の設

置状況などを調査した上で、放置防止条例第１０条に定める「自転車等の駐車施設が整

備されている地域」に該当するか否かについて、あらためて見直し、可能な場合には台



テーマ 放置自転車対策事業及び自転車駐車場の管理運営について 

25 

東区と協議の上、放置禁止区域の指定を検討することが望ましい。加えて、駐車施設が

不足する場合には、暫定的な路上駐輪施設の設置可能性についても、あらためて検討す

ることが望ましい。 

 

なお、小台及び荒川車庫前においては、民間自転車駐輪場を含めて自転車駐車場の設

置が無い。このため、両駅周辺地区においては、先ずは、民間自転車駐輪場に対する補

助制度を積極的に広報するなどし、遊休地の転用や近隣商業施設の敷地内への設置の余

地を探るとともに、暫定的な路上駐輪施設の設置可能性などについても、あらためて検

討することが望ましい。加えて、「荒川区民営自転車駐車場育成補助金要綱」上、駐車

場の収容能力がおおむね自転車５０台分以上あることが補助要件とされているが、駐車

施設の無い特定の地域においては、緊急性から、これを下回る規模でも認めることが可

能とするなど、要綱を見直し、自転車の駐車スペースの確保に努めることが望ましい。 
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（４）新たな総合計画の策定について 

放置防止条例第３４条において、区は、自転車等の駐車対策を総合的かつ計画的に推

進するため、自転車等の駐車対策に関する総合計画を定めるものとされている。荒川区

の総合計画は、平成１２年５月に「荒川区自転車等の駐車対策に関する総合計画」（以

下「総合計画」という。）として取りまとめられている。総合計画の対象期間は、平成

１２年度から平成２１年度までの１０年間であり、前期５年（平成１２年度～平成１６

年度）と後期５年（平成１７年度～平成２１年度）に分けられている。また、自転車対

策に係る課題別に施策の方向性や内容を記載するとともに、対象期間に実施する事業の

計画や駅ごとの自転車等駐車場の整備目標が定められている。 

 

【放置防止条例】 

（総合計画） 

第３４条 区長は、自転車等の駐車対策を総合的かつ計画的に推進するため、法第７条

第１項の規定に基づき自転車等の駐車対策に関する総合計画を定めるものとする。 

２ 総合計画は、法第７条第２項各号に掲げる事項について定めるものとする。 

【自転車法】 

（総合計画） 

第７条  

２ 総合計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 総合計画の対象とする区域 

二 総合計画の目標及び期間 

三 自転車等駐車場の整備の目標量及び主要な自転車等駐車場の配置、規模、設置主体

等その整備に関する事業の概要 

四 自転車等駐車場の設置に協力すべき鉄道事業者の講ずる措置 

五 放置自転車等の整理、撤去等及び撤去した自転車等の保管、処分等の実施方針 

六 自転車等の正しい駐車方法の啓発に関する事項 

七 自転車等駐車場の利用の調整に関する措置その他自転車等の駐車対策について必要

な事項 

 

 

＝監査の結果及び意見＝ 

 

平成１２年に策定された総合計画の対象期間が終了して、既に５年が経過しており、

区内の自転車利用や放置自転車に関する環境は大きく変化している可能性が高い。また、

総合計画策定時においては、南千住駅東口自転車等駐車場及び日暮里駅前自転車駐車場
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の開設前であり、区の駐車施設の整備状況も大きく異なっている。 

今後の放置自転車対策事業を計画的に、かつ効果的に遂行していくためにも、中期的

な計画を策定することは有用である。これを契機に、「（１）区内の自転車利用及び放置

自転車等の実態把握について（Ｐ．２１）」に記載したような実態調査を実施した上で、

各地区の課題をあらためて整理し、自転車駐車場の確保策や対策事業の計画を策定する

ことが望ましい。特に、日暮里駅周辺地区においては、日暮里駅自転車駐車場の利用率

が低迷しているにも関わらず、一定程度の放置自転車が存在するなど、問題が多い。今

後、放置自転車や自転車利用の実態調査を踏まえた上で、自転車利用者に対する認知度

の向上策や、日暮里駅周辺における放置自転車撤去の重点化などの対策を検討する必要

があるが、このような課題への対応策についても、織り込んだものとする必要がある。 

加えて、民間自転車駐輪場の位置付けなども明確にするとともに、老朽設備の大規模

改修計画や「Ⅱ.各論（指定管理業務関連） ３．自転車駐車場の新たな運営手法の例

示について（Ｐ．５９）」にて記載するような、新たな自転車駐車場の管理手法の検討

状況についても、併せて反映させることが望ましいものと考える。 
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２．発生主義ベースでのコスト分析 

今般の監査対象である放置自転車対策事業及び自転車駐車場の管理運営に関する収支

は、区の一般会計に包含されており、所謂、官庁会計と呼ばれる単式簿記・修正現金主

義に基づき決算値が作成されている。この場合、減価償却費や引当金を中心とする現金

の支出を伴わない費用は計上されない。また、「第二 放置自転車対策事業並びに自転

車駐車場及び自転車置場の概要（Ｐ．５）」にて記載したように、土木費の中には、荒

川区の正規職員の人件費は含まれておらず、労働集約的な業務が多い区役所のコスト分

析を行う上では十分ではない。 

このため、主たる事業である①自転車駐車場の管理運営業務、②自転車置場の管理運

営業務、③放置自転車等の撤去・返還業務、の３業務を対象として、発生主義ベースで

のフルコストの把握を試みた。荒川区においては、平成２８年度より、所謂「東京都方

式」による新地方公会計制度の導入を予定し、現在、固定資産台帳の整備などを、鋭意

進めているところである。しかし、施設によっては、文書保存年限の関係などにより、

取得価額を正確に把握することが困難なものがあること、また、複数の業務を担当する

職員の人件費について、各業務に按分するための客観的な根拠資料などが存在しないこ

とから、当該コスト分析は、監査人において、一定の仮定を置いた試算となっている点、

留意が必要である。 

 

 

＝監査の結果及び意見＝ 

 

（１）自転車駐車場の管理運営業務に係るコスト 

①区全体の負担額 

南千住駅東口、センターまちや及び日暮里駅前の各自転車駐車場の管理運営に関して、

区がどれだけのコストを負担しているのか、以下の仮定を置いた上で試算した。 

 

【仮定】 

○ 区の職員人件費については、区の作成した自転車置場・自転車駐車場管理運営に係

る事務事業分析シート（平成２６年度）に記載されている平成２５年度の人件費等

の額を基礎とし、企画業務、自転車置場管理運営業務及び自転車駐車場管理運営業

務との間で、３等分し計上するものとした。 

○ 退職金及び退職給与引当金繰入額については、省略。 

○ 印刷製本費のうち、自転車等駐車場・置場等の設置場所案内図に係る経費について

は、自転車駐車場管理運営業務と自転車置場管理運営業務に共通的に発生するもの

であるため、両者の間で１：１にて按分し計上するものとした。 
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○ 固定資産の取得価額については、区から提供された資料を基礎とした。耐用年数に

ついては、「新地方公会計制度実務研究会報告書（平成１８年１０月 総務省）」に

おける「基準モデルに基づく財務書類作成要領」の別表を基礎とし、これに該当の

無いものについては、法人税法における減価償却資産の耐用年数表を参考に設定し

た。 

○ 償却方法は、旧定額法（残存価額１０％）による。 

 

その結果、平成２５年度において、自転車駐車場の管理運営のために要した区の負担

額は５８,２２３千円であり、収容台数１台あたり１３,９０５円を、区は負担したもの

と言える。これは、後述する自転車置場の管理運営に要した区の負担額（収容台数１台

あたり）４,７７３円の約２.９倍に相当する。大規模な自転車駐車場を建設したことが、

大きなコストの差となって表れており、特に、日暮里駅前自転車駐車場においては、建

設費（取得価額）が、他の駐車場と比して２.４～２.８倍と高額であることなどから、

減価償却費の負担が非常に大きい。 

 

【自転車駐車場管理運営に係る区の負担額】            （単位：千円） 

区分 金額 摘要 

職員人件費 ８,０１５ １/３を計上 

人件費計① ８,０１５  

印刷製本費 １９ 
自転車駐車場・置場などの設置場所案内図 

（１/２を計上） 

 

委託料 

４,８０６ 整理誘導業務委託 

２,８９４ 指定管理料（修繕費） 

４９３ 
日暮里駅前自転車駐車場出入り口看板作成設

置業務委託 

物件費計② ８,２１３  

 

減価償却費③ 

 

５５,２９３ 

南千住駅東口： ９,４４３千円 

センターまちや： ８,１５９千円 

日 暮 里 駅 前：３７,６９０千円 

詳細は後述。 

指定管理者 

納付金  ④ 
△１３,３００ 

指定管理者からの納付金。 

コストのマイナス要因。 

総合計 

①+②+③+④ 
５８,２２３ 区の実質的な負担額。 
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収容台数 ４,１８７台 

収容台数１台あたりの区負担額 １３,９０５円 

（注）収容台数には、原動機付き自転車を含む。 

 

②指定管理者が負担するコストも含めた総コスト（自転車駐車場単位） 

自転車駐車場の管理運営に関しては、利用料金制の指定管理者制度が導入されている

ことから、利用者からの利用料金は指定管理者の収入となり、これを財源として、指定

管理者は自転車駐車場の管理運営を行っている。このため、荒川区の決算には、直接、

利用料金収入や管理運営に要する費用は計上されない。しかし、自転車駐車場の管理運

営のために、実際、どれだけのコストが発生しているかを把握し、利用者から徴収する

利用料金の水準の妥当性などを検討するためには、指定管理者が負担しているコストも

含めた総コストを把握する必要がある。 

なお、総コストを試算するにあたっては、区から指定管理者に対して、修繕費の財源

として支出している指定管理料は控除した上で、指定管理者から提出される指定管理業

務に係る決算書の支出合計の額を加算した。総コストは、３施設合計で１５１,２８６

千円であり、収容台数１台あたり総コストは３６,１３２円である。また、日暮里駅前

のコストが高水準であるが、これは①高い減価償却費負担、②最も設置時期が新しい施

設であることから、ゲートシステムなども自動化されており、収容台数に比して、光熱

水費や設備などの保守点検委託費が相対的に高くなっていることなどが要因として考え

られる。特に、減価償却費が総コストに占める割合は、南千住駅東口が３１.３％、セ

ンターまちやが１６.３％であるのに対して、５２.８％を占める高水準にある 

 

【自転車駐車場の管理運営に係る総コスト】             （単位：千円） 

区分 南千住駅東口 センターまちや 日暮里駅前 合計 

区費（その１） ２,６７８ ２,６７８ ２,６７８ ８,０３５ 

区費（委託料） － ２,８８３ ２,４１５ ５,２９９ 

減価償却費 ９,４４３ ８,１５９ ３７,６９０ ５５,２９３ 

小計① １２,１２１ １３,７２２ ４２,７８５ ６８,６２９ 

指定管理者 

利益納付金 
△９,０００ △４,３００ － △１３,３００ 

小計② ３,１２１ ９,４２２ ４２,７８５ ５５,３２９ 

指定管理者 

支出合計 
２６,９６６ ４０,４９５ ２８,４９５ ９５,９５７ 

総合計 ３０,０８７ ４９,９１７ ７１,２８１ １５１,２８６ 

（注）区費（その１）は、各自転車駐車場に共通的に発生する職員人件費及び印刷製本

費の合計額を３等分して配賦した。 
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【収容台数１台あたり総コスト】 

区分 南千住駅東口 センターまちや 日暮里駅前 合計 

収容台数 １,５１０台 １,４０７台 １,２７０台 ４,１８７台 

収容台数１台

あたり総コスト 
１９,９２５円 ３５,４７８円 ５６,１２６円 ３６,１３２円 

 

③減価償却費の算定基礎と今後の固定資産台帳の整備・運用に向けて 

今般の試算における減価償却費の算定基礎は、次表のとおりである。当初、自転車駐

車場関連固定資産の取得価額などの情報を入手するため、公有財産台帳の提出を求めた

が、南千住駅東口及び日暮里駅前の各自転車駐車場は道路資産であることから記載が無

く、また、代替的に提出された道路台帳には、自転車駐車場の取得価額が登載されてい

ないものであった。このため、別途、区所管課に設置時の関連資料の提出を依頼し、保

管されていた工事請負契約書や内訳書の一部の提示を受けたものである。これらの資料

は保管年限を経過していたが、関連資料として写しが保存されていたものであることか

ら、各自転車駐車場の情報に大きく差がある状況であった。 

このため、内訳書が閲覧可能であった日暮里駅前自転車駐車場においては、ラック設

置工事に関しても区分して把握し、個別の耐用年数を付すことが可能であったが、他の

２か所の自転車駐車場においては、ラック設置工事費は、より耐用年数の長い建物の建

設費に包含されているものと推測される。このような情報の差が、固定資産の取得価額

の差以上に、毎年の減価償却費に差を生じさせた要因と考えられる。 

荒川区では、平成２８年度からの東京都方式による新地方公会計制度の適用開始に向

けて、固定資産台帳の整備を進めているとのことであるが、取得価額情報を記録するの

みならず、一つの施設に関して、空調や電気・排水設備、その他の器具備品などについ

て、どの程度まで詳細に区分し固定資産として認識するのか、全庁的に水準を統一する

必要がある。実務上、一定の程度において細分化をとどめることは必要であるが、一方

で、余りに大括りな場合には、建物本体の長い耐用年数に引きずられ、減価償却費が過

小に計上されるとともに、大規模改修や取替工事の際に、適切な除却処理が困難となる

おそれがある。 

過去の情報には対応に限りがあるが、区所管課においても、平成２６年度に三河島駅

前自転車駐車場が新規に開設されている。関連部署と良く協議の上、適切な固定資産台

帳への登載を図ることが必要である。 
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【参考：減価償却費の算定基礎】 

a.南千住駅東口自転車等駐車場                  （単位：千円） 

勘定科目 取得価額 摘要 耐用年数 償却率 減価償却費 

建物 ３７２,６４４ 鉄筋鉄骨造 ５０年 ０.０２０ ６,７０７ 

建物 

附属設備 

２６,８５８ 電気設備 １５年 ０.０６６ １,５９５ 

１０,４４７ 機械設備 １５年 ０.０６６ ６２０ 

４４１ 電気工作物 １５年 ０.０６６ ２６ 

構築物 ７,６７１ 建築工作物 １５年 ０.０６６ ４５５ 

８３４ 立木 ２０年 ０.０５０ ３７ 

合計 ４１８,８９７  ９,４４３ 

（注１）全て、設置翌年度（平成１４年度）より償却開始。 

（注２）減価償却費＝取得価額×０.９×償却率（以下、全て同じ。）。 

 

b.センターまちや自転車駐車場                  （単位：千円） 

勘定科目 取得価額 摘要 耐用年数 償却率 減価償却費 

建物 ４４５,７２３ 鉄筋鉄骨造 ５０年 ０.０２０ ８,０２３ 

機械装置 ４５,３６６ 
ゲート 

システム 
５年 ０.２００ （償却済） 

器具備品 １,５２１ 
２段式 

ラック 
１０年 ０.１００ １３６ 

合計 ４９２,６１２  ８,１５９ 

（注１）建物及び機械装置は、平成９年度より償却開始。 

（注２）器具備品は、平成２１年度より償却開始。 
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c.日暮里駅前自転車駐車場                    （単位：千円） 

勘定科目 取得価額 摘要 耐用年数 償却率 減価償却費 

建物 ９５９,７５２ 
上屋又は 

建物工事 
５０年 ０.０２０ １７,２７５ 

構築物 ６１,５５９ 舗装工事 １５年 ０.０６６ ３,６５６ 

機械装置 ５４,３８３ 
サイクルコ

ンベア工事 
１０年 ０.１００ ４,８９４ 

器具備品 １３０,４６４ ラック工事 １０年 ０.１００ １１,７４１ 

６７９ 案内板工事 ５年 ０.２００ １２２ 

合計 １,２０６,８４０  ３７,６９０ 

（注１）全て、平成２１年度より償却開始。 

（注２）工事請負契約書上は一体の工事であったため、見積り段階の内訳書の比率にて、

建物、構築物などに按分した。 
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（２）自転車置場の管理運営業務に係るコスト 

区内１２か所に設置されている自転車置場については、個別の自転車置場単位ではな

く、全体としてコストを試算した。なお、試算の仮定については、自転車駐車場のコス

ト分析と同様である。 

その結果、平成２５年度において、自転車置場の管理運営のために要した総コストは

３０,５１３千円であり、収容台数１台あたり８,４２２円であった。これに対して、自

転車置場定期利用時に徴収する登録手数料収入が１３,２１９千円であることから、こ

れを差し引くと、区の実質的な負担額は１７,２９３千円であった。収容台数１台あた

りの区負担額は４,７７３円であり、大規模な施設を有していないことから、自転車駐

車場と比べ３４％程度の水準にとどまる。 

 

【自転車置場の管理運営業務に係るコスト】            （単位：千円） 

区分 金額 摘要 

職員人件費 ８,０１５ １/３を計上 

人件費計① ８,０１５  

報酬 ２５８ 利用登録事務アルバイト賃金 

光熱水費 ６６６ 自転車置場光熱水費 

消耗品 ２ 自転車置場用品 

印刷製本費 ６６０ 
自転車駐車場・置場などの設置場所案内図（１

/２を計上）、利用登録証、窓空き封筒 

物品修繕 １８９ 西日暮里駅自転車置場ラック修繕 

委託料 
１６,０４８ 自転車駐車場等整理・誘導業務委託 

３２７ 除草・樹木選定業務委託 

使用料 
４９９ 荒川自然公園自転車置場 

  ２５７ 西日暮里自転車置場 

物件費計② １８,９１０  

減価償却費③ ３,５８６ 詳細は後述。 

総コスト 

Ａ=①+②+③ 
３０,５１３  

 

自転車登録 

手数料収入④ 
１３,２１９ 自転車置場定期利用時の登録手数料 

純コスト 

Ｂ=Ａ-④ 
１７,２９３ 実質的な区の負担額 
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収用台数：Ｃ ３,６２３台 

収容台数１台あたりの総コスト：Ａ÷Ｃ ８,４２２円 

収容台数１台あたりの区負担額：Ｂ÷Ｃ ４,７７３円 

 

【参考：減価償却費の算定基礎】                 （単位：千円） 

勘定科目 取得価額 摘要 耐用年数 償却率 減価償却費 

器具備品 ３９,８５２ ラック １０年 ０.１００ ３,５８６ 

合計 ３９,８５２  ３,５８６ 

（注）器具備品は西日暮里自転車置場に係るものであり、平成２０年より償却開始。 

 

 

（３）放置自転車等の撤去・返還業務に係るコスト 

放置自転車等の撤去・返還業務に係るコストを試算するにあたっては、自転車駐車場

及び自転車置場の管理運営業務に係るコストの試算と同様の仮定に基づくが、以下の点

のみ変更している。 

 

【仮定】・・・変更点のみ記載。 

○ 区の職員人件費については、区の作成した放置自転車撤去に係る事務事業分析シー

ト（平成２６年度）に記載されている平成２５年度の人件費等の額を基礎とし、企

画業務、放置自転車等の撤去・返還業務及び放置防止指導啓発業務との間で３等分

し計上するものとした。 

○ 消耗品費のように、放置防止指導啓発業務との間にて共通的に発生する経費につい

ては、両者の間において、１：１にて按分するものとした。 

 

平成２５年度においては、撤去・返還業務に係るコストは４２,９７１千円であり、

撤去台数１台あたり５,１５９円であった。これに対して、放置自転車等の返還手数料

収入が１４,８４２千円、放置自転車の売却代金収入が５,９５４千円であることから、

これらを差し引くと、区の実質的な負担額は２２,１７３千円であり、収容台数１台あ

たりの区負担額は２,６６２円であった。 
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【放置自転車等の撤去・返還業務に係るコスト】           （単位：千円） 

区分 金額 摘要 

職員人件費 ８,８７１ １/３を計上。 

人件費計① ８,８７１  

報酬 ６９３ １/３を計上。 

共済費 ９６ １/３を計上。 

光熱水費 ３１０ 三河島自転車等保管所光熱水費、ガソリン代 

消耗品 １,１８１ 撤去用事務用品など 

役務費 ３９７ 電話料・撤去自転車管理システム回線など 

委託料 ９９ 自動券売機保守・点検業務 

９,８５０ 放置自転車撤去・運搬業務委託 

１５,２６３ 自転車保管場所管理・自転車等返還業務委託 

２４８ 三河島自転車保管場所機械警備業務委託 

４０２ 撤去自転車管理システム保守委託など 

使用料 ５,２０３ 三河島自転車保管場所借地料 

２４５ 軽自動車バン賃借料 

物件費計② ３３,９９２  

減価償却費③ １０７ 詳細は後述。 

総コスト 

Ａ=①+②+③ 
４２,９７１  

 

返還手数料 

収入④ 
１４,８４２ 放置自転車等の返還手数料収入 

自転車売却代

金収入⑤ 
５,９５４ 放置自転車の売却代金収入 

純コスト 

Ｂ=Ａ-④-⑤ 
２２,１７３ 実質的な区の負担額 

 

 

撤去台数：Ｃ ８,３２８台 

撤去１台あたりの総コスト：Ａ÷Ｃ ５,１５９円 

撤去１台あたりの区負担額：Ｂ÷Ｃ ２,６６２円 

 

 

 



テーマ 放置自転車対策事業及び自転車駐車場の管理運営について 

37 

【参考：減価償却費の算定基礎】                 （単位：千円） 

勘定科目 取得価額 摘要 耐用年数 償却率 減価償却費 

建物 ３,５００ 
軽量鉄骨 

（管理棟） 
３０年 ０.０３４ １０７ 

構築物 ２２,２０３ 舗装など １５年 ０.０６６ （償却済） 

合計 ２５,７０３  １０７ 

（注１）全て、平成３年より償却開始。  
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３．利用料金及び手数料の適時な見直しについて 

荒川区の徴収する使用料や手数料などの算定方法については、従前、使用料などを見

直した際に作成された「使用料等の見直しについて 最終報告」（平成９年１月 荒川

区使用料等検討委員会）がある。この中において、自転車駐車場は「選択的・採算的サ

ービス」の一つとして例示されている。「選択的サービス」とは、法令などに基づく基

本的な行政サービスではなく、区民の日常生活をより快適で潤いのあるものにするため

に提供するサービスと定義され、「採算的サービス」とは、民間において市場原理によ

り提供されているサービスと定義されている。自転車駐車場及び自転車置場は、民間自

転車駐輪場と同様のサービスを提供するものであり、選択的・採算的サービスとして区

分することは合理的なものと言える。 

また、選択的・採算的サービスについては、その性質上、当該サービスを提供するた

めの原価に対する利用者負担率を７５％又は１００％とし、原価には、当該サービスを

提供するために必要な①維持管理費（業務従事者の人件費を含む。）、②減価償却費相当

額、が算入されるべきものとしている。ただし、これを機械的にあてはめるのではなく、

実際の適用には、類似の使用料などとの均衡や政策効果を勘案することとしている。 

 

この原価の範囲は、前節「２．発生主義ベースでのコスト分析」にて試算した総コス

トと同等であることから、当該情報を利用し、平成２５年度のコストを基礎として、「使

用料等の見直しについて 最終報告」の考え方に沿った利用料金及び手数料を試算する

とともに、現行のものと比較・検討を試みた。その際、利用者負担率は７５％、調整率

は９５％を前提としたが、一時利用に関しては、区所管課が一時利用に係る利用料金を

算定する際は１日に３回転を前提としているが、平成２５年度の利用実績（一時利用に

係る収容台数：５８２台、１日平均利用者数５３０人）に照らして、１日に１回転する

ことを仮定した。具体的には、以下の算式に沿って試算した。また、自転車駐車場につ

いては、各自転車駐車場単位にて、自転車置場については、区内１２か所の自転車置場

を一体として行った。 

なお、定期利用及び一時利用に係る各々の総コストは、事業全体の総コストを収容台

数にて按分するものとした。 
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【利用料金の試算式】 

① 定期利用料金 

 定期利用料金（１か月）＝原価（総コスト）×０.９５（調整率）×係数×０.７５ 

 （注）係数＝１÷（収容台数×１２か月） 

② 一時利用料金 

 一時利用料金（１回）＝原価（総コスト）×０.９５（調整率）×係数×０.７５ 

 （注）係数＝１÷（収容台数×３６５日×１回） 

 

 

＝監査の結果及び意見＝ 

 

（１）自転車駐車場利用料金 

①定期利用料金 

定期利用に係る利用料金の試算値は、全自転車駐車場の合算では、月２,１４６円と

算定された。現行の定期利用に係る利用料金（荒川区民：自転車）は１か月２,０００

円であり、試算値と比べて７％程度割安となっているが、今後、この乖離幅が増大する

ようであれば、利用料金水準の見直しを図ることも必要である。今回は、一定の仮定に

基づく試算であることから、今後、精緻化を図り、コストの実態を適宜把握するととも

に、コスト情報に基づく利用料金の試算を定期的に行い、適切な利用者負担率の維持を

図ることが望ましい。特に、平成２９年４月に予定されている消費税率の引上げが実施

された場合、利用料金への転嫁の要否を検討する必要があるが、適切な利用者負担率の

維持の観点からも、税率引き上げ時の影響額などを試算し、転嫁の要否を検討する必要

がある。加えて、利用料金水準を見直す際には、過去情報であるコストの実績値を基礎

としながらも、将来的な設備更新や大規模改修工事の要否を見込んだ上で判断する必要

がある。 

一方、各自転車駐車場の単位で見ると、総コストの水準の差を反映し、南千住駅東口

では現行の６割程度の料金水準で７５％の利用者負担率となるものの、日暮里駅前では、

逆に６割程度値上げした料金水準でなければ７５％の利用者負担率とはならない。確か

に、各自転車駐車場は立地条件や建設時期なども異なることから、個別に利用料金を設

定する考え方も十分にあり得るところである。しかし、サービスの料金設定は、コスト

面だけではなく、利用者からの需要面も考慮する必要があり、日暮里駅前自転車駐車場

は、最も定期利用登録率が低迷し、利用者の需要が弱いことから、コスト面のみから、

日暮里駅前自転車駐車場の定期利用料金を値上げすることは非現実的である。それより

も、自転車駐車場の認知度向上策や日暮里駅周辺での放置自転車等撤去の強化などによ

る、利用促進策を検討することが先ずは必要なものと考える。 
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【定期利用及び一時利用に係る総コスト】        

区分 南千住駅東口 センターまちや 日暮里駅前 合計 

総コスト 

（千円） 
３０,０８７ ４９,９１７ ７１,２８１ １５１,２８６ 

収容台数 

（定期） 

１,３０５ 

（８６.４％） 

１,２００ 

（８５.２％） 

１,１００ 

（８６.６％） 
３,６０５ 

収容台数 

（一時） 

２０５ 

（１３.５％） 

２０７ 

（１４.７％） 

１７０ 

（１３.３％） 
５８２ 

総コスト（定期） 

（千円） 
２６,００３ ４２,５７３ ６１,７３９ １３０,３１６ 

総コスト（一時） 

（千円） 
４,０８４ ７,３４３ ９,５４１ ２０,９７０ 

 

【定期利用に係る利用料金の試算値】              

区分 南千住駅東口 センターまちや 日暮里駅前 合計 

総コスト 

（千円） 
２６,００３ ４２,５７３ ６１,７３９ １３０,３１６ 

収容台数 １,３０５ １,２００ １,１００ ３,６０５ 

月数 １２ １２ １２ １２ 

係数 ０.００００６３８ ０.００００６９４ ０.００００７５７ ０.００００２３１ 

利用料金

（円） 
１,１８３ ２,１０６ ３,３３２ ２,１４６ 

（注１）係数：１÷（収容台数×１２か月） 

（注２）利用料金：総コスト×０.９５×係数×０.７５ 

 

【平成２５年度における自転車駐車場の定期利用登録率】              

区分 南千住駅東口 センターまちや 日暮里駅前 

定期利用率 ９７.３％ １１０.０％ ５３.２％ 

 

②一時利用料金 

一時利用に係る利用料金の試算値は、全自転車駐車場の合計ベースでは、１回あたり

７０円と算定された。現在、８時間以内の一時利用料金は１回１００円と試算値の４割

程度、割高な水準にあるが、２時間以内の利用が無料であることを踏まえると、著しく

割高とは言い切れない。これについても、今後、コストの実態を適宜把握するとともに、

コスト情報に基づく利用料金の試算を定期的に行い、適切な利用者負担率の維持を図る
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ことが望ましい。 

 

【一時利用に係る利用料金の試算値】              

区分 南千住駅東口 センターまちや 日暮里駅前 合計 

総コスト 

（千円） 
４,０８４ ７,３４３ ９,５４１ ２０,９７０ 

収容台数 ２０５ ２０７ １７０ ５８２ 

日数 ３６５ ３６５ ３６５ ３６５ 

回転数 １ １ １ １ 

係数 ０.００００１３３ ０.００００１３２ ０.００００１６１ ０.０００００４７ 

利用料金 

（円） 
３８ ６９ １０９ ７０ 

（注１）係数：１÷（収容台数×３６５日×１回） 

（注２）利用料金：総コスト×０.９５×係数×０.７５ 

 

 

（２）自転車置場登録手数料 

①定期利用に係る登録手数料 

定期利用に係る登録手数料の試算値は、月５００円と算定されることから、年間の登

録手数料は６,０００円となるが、現行の登録手数料（荒川区民）は３,３００円であり、

大きな乖離が生じている。現行の登録手数料（荒川区民）にて利用者負担率を試算する

と４１.２％程度の水準であり、適切な利用者負担率の維持の観点から、見直しを図る

ことが必要である。 

自転車置場の登録手数料の水準については、平成１５年度の包括外部監査においても

見直す必要がある旨の意見が出されており、区の措置状況において、検討していくとの

コメントが出されている。平成１５年度の監査から１０年以上が経過しており、迅速な

対応が求められる。 

 

【定期利用及び一時利用に係る総コスト】        

区分 
総コスト 

（千円） 

収容台数 

（定期） 

収容台数 

（一時） 

総コスト 

（定期） 

（千円） 

総コスト

（一時） 

（千円） 

自転車置場 ３０,５１３ 
３,２７３ 

（９０.３％） 

３５０ 

（９.６％） 
２７,５６５ ２,９４７ 
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【定期利用に係る登録手数料：試算値】              

総コスト 

（千円） 

収容台数 

（台） 
月数 係数 

利用料金 

（円） 

２７,５６５ ３,２７３ １２ ０.００００２５４ ５００ 

（注１）係数：１÷（収容台数×１２か月） 

（注２）利用料金：総コスト×０.９５×係数×０.７５ 

 

②一時利用料金 

現在、自転車置場の一時利用に関しては登録手数料などの徴収はなされていないが、

自転車駐車場の一時利用と同一の仮定において、一時利用の料金を試算すると、１回あ

たり１６円と算定された。 

自転車置場の一時利用の有料化については、平成１５年度の包括外部監査においても

検討を求める旨の意見が出されており、区の措置状況において、「１００円コイン式ラ

ックも含め有料化する方向で検討する。」とのコメントが出されている。本件について

も、今後、コストの実態を精査するとともに、実現可能な料金徴収方法も含めて、有料

化の適否について迅速な検討が求められる。 

 

【一時利用に係る登録手数料：試算値】              

総コスト 

（千円） 

収容台数 

（台） 
日数 回数 係数 

利用料金 

（円） 

２,９４７ ３５０ ３６５ １ ０.０００００７８ １６ 

（注１）係数：１÷（収容台数×３６５日×１回） 

（注２）利用料金：総コスト×０.９５×係数×０.７５ 

 

 

（３）放置自転車等の撤去手数料 

「２．発生主義ベースでのコスト分析 （３）放置自転車等の撤去・返還業務に係る

コスト（Ｐ.３５）」にて試算したように、平成２５年度における撤去１台あたりのコス

トは５,１５９円であった。現行の撤去手数料（自転車）は５,０００円であることから、

概ね、かかったコストの全額を求めていることとなる。 

確かに、自転車駐車場の利用料金とは異なる性質のものであり、かかったコスト相当

額の支払いを求めることも、十分、考えられるところである。一方、撤去台数に対する

返還台数の割合である撤去率は、平成２４年度において３９.６％、平成２５年度にお

いて３８.２％である。他区のデータが開示されている平成２４年度実績で見た場合、

２３区平均が５７.７％であり、荒川区は中央区（返還率１０.３％）及び台東区（返還
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率３４.６％）に次いで低い水準にある。コストの全額を請求するとしても、利用者が

撤去された放置自転車の返還を求めない限り、撤去手数料は徴収できないため、結果的

に、年間２２,１７３千円の区の負担が生じている。 

現行の撤去手数料は、平成１２年度より５,０００円とされたものであるが、自転車

価格の下落に伴い、返還を申し出る際のハードルとなっている可能性もある。今後、撤

去手数料を一定割合低下させた場合に、どの程度、返還率に影響を与えるのか返還率の

料金弾力性を検討し、返還率の向上などに資するような撤去手数料の水準に、適宜見直

すことが望ましいが、その際には、施策実施の金銭的な側面であるコスト情報も含めて

検討する必要がある。 

 

 

（４）利用料金及び手数料の適時な見直しについて 

コスト情報に基づく利用料金及び手数料の試算は、あくまでコスト面から、一定の利

用者負担率を求めるものであり、行政サービスの料金設定に際しては、コスト面のみな

らず、利用者の需要量やその他の政策的な効果なども考慮して決定されるものである。

しかし、地方公共団体も、一定の限られた財源の中で事業を実施する経済主体である以

上、コスト計算を無視した行政運営は想定できない。 

平成２８年度より導入が予定されている東京都方式による新地方公会計制度において

は、発生主義ベースでのコスト情報が、適時に入手可能となるはずであるが、その際に

は、主要な事業ごとに、区職員の人件費や事業ごとの減価償却費も含めたコスト情報を

入手できるよう、事業区分を適切に設定する必要がある。また、コスト情報を作成する

枠組みだけではなく、これを用いて、コスト面から見たあるべき利用料金収入を適宜算

定し、定期的に、これを見直す運用があって初めてコスト情報が生きることになる点、

あらためて留意が必要である。 
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４．利用料金に係る消費税の取扱いについて 

公の施設の利用料金などに係る消費税（地方消費税を含む。）の取扱いに関しては、

総務省より、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４第１項に基づく技

術的な助言として、以下の通達が発出されている。 

 

総行行第１９８号 総行経第２８号 平成２５年１２月４日 

 

平成２６年４月１日からの消費税率（地方消費税率を含む。）の引上げに伴う公の施

設の使用料・利用料金等の対応については、消費税（地方消費税を含む。）が、消費者

が最終的な負担者となることが予定されている間接税であることを踏まえ、円滑かつ適

正に転嫁されるよう、下記の点に留意の上、所要の措置を講じるようお願いします。  

また、各都道府県におかれましては、貴都道府県内の市区町村に対しても、本通知に

ついて速やかにご連絡いただき、その趣旨が周知徹底されますようお願いします。  

なお、本通知は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４第１項に基

づく技術的な助言であることを申し添えます。 

記 

 

１ 公の施設の使用料については、消費税率引上げに伴い、消費税が円滑かつ適正に転

嫁されるよう、使用料の改定に係る条例改正等の措置を講じられたいこと。  

２ 公の施設の管理を指定管理者に行わせ、その利用料金を指定管理者に収入として収

受させている場合には、１と同様に消費税が円滑かつ適正に転嫁されるよう、指定管

理者による利用料金の改定等に係る必要な措置を講じられたいこと。  

その際、利用料金について定める条例の改正等が必要なときには、地方公共団体にお

いて適切に対処されたいこと。  

３ 公の施設の管理を指定管理者に行わせている場合には、地方公共団体が指定管理者

に支出する委託費についても、消費税率の引上げの影響額を歳出予算に適切に計上さ

れたいこと。  

 

なお、地方公共団体が公の施設の管理を指定管理者に行わせることは、地方公共団体

が指定管理者からサービスの提供を受けてその対価を支払う関係として、消費税の課

税対象と解されていることを申し添えます。 
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＝監査の結果及び意見＝ 

 

平成２６年４月より、消費税率が５％から８％に引き上げられたが、これに関連する、

自転車駐車場の利用料金への反映などは行われていない。 

自転車駐車場の利用料金も公の施設を用いた役務提供であり、かつ、当該施設の利用

者から役務提供の対価として負担を求める受益者負担という仕組みをとっている。した

がって、消費税が、消費者が最終的な負担者となることが予定されている間接税である

ことを踏まえると、消費税率引上げに伴い、本来は、利用者に対して、円滑かつ適正に

転嫁されるべきである。仮に、当該転嫁が行われない場合、消費税の負担者が、最終的

な負担者となるべき消費者ではなく、区及び指定管理者となる。この点、消費税負担額

の全額を利用料金に転嫁し、利用者に負担させるか否かは政策判断に委ねられるところ

であるが、少なくとも、指定管理者である事業者に過度な負担を負わせることは適切で

はない。ちなみに、センターまちや自転車駐車場の指定管理者の事業計画書には、「区

民の皆様に広く貢献する観点から２０１４年４月１日からは転嫁を行わないが、消費税

が８％から１０％へ増額される際は、区と協議のうえ、自動車駐車場条例第１４条の改

正についても検討していかなければならない」旨、記載がなされており、指定管理者に

とっては課題として認識されているところである。 

また、区が負担するということは、受益者である利用者ではなく、納税者一般に負担

を求めることを意味し、受益者負担の割合を減じることとなる。特に、平成２９年４月

には、８％から１０％への税率引き上げが予定されており、これに伴い増加する負担額

について、誰が負担することとするのか、区の方針を整理する必要がある。 

今後、税率引き上げに伴う指定管理者の収支や区の財政負担への影響、更には、前述

したような業務運営に係るコストへの影響額を試算するなどし、指定管理者の負担の程

度や、適切な利用者負担率の確保などの観点から、利用料金への反映の適否について、

速やかに検討することが望ましい。消費税の利用料金などへの転嫁については、自転車

駐車場のみならず、他の公の施設の使用料もしくは利用料金なども含めて、区全体で検

討がなされる必要がある。本件包括外部監査の監査対象部署である交通対策課のみで完

結し得る問題ではないが、これを契機に、横断的に検討がなされることを期待する。 
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Ⅱ．各論（指定管理業務関連） 

１．指定管理業務の概要 

（１）業務の範囲 

南千住駅東口、センターまちや及び日暮里駅前の各自転車駐車場に係る指定管理業務

の範囲は、駐車場条例第７条に定められており、内容は以下のとおりである。また、そ

の細目は、仕様書に定められている。 

 

（１）自転車駐車場の利用の承認及び不承認に関する業務 

（２）自転車駐車場の利用料金の収受、減額及び還付に関する業務 

（３）自転車駐車場の利用承認の取消し等に関する業務 

（４）自転車駐車場の維持管理に関する業務 

（５）上記以外のほか、区長が必要と認める業務 

 

 

（２）事業計画書及び事業報告書など 

事業の実施にあたっては、指定管理者は、毎年度の事業計画書を作成し、区の承認を

受けることが求められている。また、業務の実施状況について、年度の半期（４月～９

月）終了後、半期事業報告を行うとともに、毎年度終了後、事業報告書を区に提出する。

また、区は、指定管理者が提出した事業報告書などに基づき、指定管理者が行った業務

の運営の評価を行うこととされており、評価結果は区民に公表される。 

今般の監査にあたり、平成２５年度における事業計画書、半期報告書及び事業報告書

については、各指定管理者より提出されていることを確認した。 

 

【半期報告書の報告事項】 

○ 事業実施報告 

○ 職員勤務状況 

○ 施設点検報告 など 

【事業報告書の報告事項】 

○ 指定管理業務の実施状況に関する事項 

○ 施設の利用状況に関する事項 

○ 利用料金収入の実績 

○ 自主事業の実施状況に関する事項 

○ 管理経費等の収支状況 

○ その他、区が指示する事項 
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（３）施設の利用状況 

平成２３年度から平成２５年度における各自転車駐車場の利用状況は次表のとおりで

ある。南千住駅東口自転車等駐車場においては、平成２３年度までは定期利用登録率が

１００％を超えていたが、南千住駅周辺の民間自転車駐輪場の増加などに伴い、年々、

登録率が低下してきている。また、一時利用率が他の２か所の自転車駐車場と比べて著

しく低いが、これも周辺の民間自転車駐輪場との競合による影響が強く出ているものと

考えられる。 

 

【南千住駅東口自転車等駐車場】 

区分 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

定期利用    

 収容台数（Ａ） １,３０５台 １,３０５台 １,３０５台 

登録者数（Ｂ） １,４７７人 １,１９３人 １,２６８人 

定期利用登録率（Ｂ）÷（Ａ） １１３.２％ ９１.４％ ９７.２％ 

一時利用    

 収容台数（Ｃ） ２０５台 ２０５台 ２０５台 

利用者数（Ｄ） ７６．１人 ６４．２人 ５９．５人 

一時利用率（Ｄ）÷（Ｃ） ３７.１％ ３１.３％ ２９．０％ 

（注１）登録者数は、毎年度末（３月３１日）時点におけるもの。以下、同じ。 

（注２）利用者数は、毎年度の１日平均一時利用者数。以下、同じ。 

（注３）南千住駅東口には、原動機付自転車（定期利用２０台、一時利用５台）を含む。 

（注４）定期利用登録率、一時利用率については、小数点第２位を四捨五入した。 
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センターまちや自転車駐車場においては、定期利用登録率及び一時利用率ともに堅調

であるが、町屋駅周辺においても民間自転車駐輪場が設置されており、特に、一時利用

率において競合の影響が出てきている。 

 

【センターまちや自転車駐車場】 

区分 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

定期利用    

 収容台数（Ａ） １,２００台 １,２００台 １,２００台 

登録者数（Ｂ） １,３１８人 １,５０７人 １,３２０人 

定期利用登録率（Ｂ）÷（Ａ） １０９.８％ １２５.６％ １１０.０％ 

一時利用    

 収容台数（Ｃ） ２０７台 ２０７台 ２０７台 

利用者数（Ｄ） ２６７．１人 ２７１．０人 ２３８．７人 

一時利用率（Ｄ）÷（Ｃ） １２９.０％ １３０.９％ １１５．３％ 

 

 

日暮里駅前自転車駐車場においては、定期利用登録率の低さが顕著である。区の所管

課によれば、日暮里舎人ライナーの影響や認知度不足などを要因として挙げているが、

開設から６年が経過しており、抜本的な対策を立てるべき時期に来ているものと考えら

れる。 

 

【日暮里駅前自転車駐車場】 

区分 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

定期利用    

 収容台数（Ａ） １,１００台 １,１００台 １,１００台 

登録者数（Ｂ） ５３２人 ５４８人 ５８５人 

定期利用登録率（Ｂ）÷（Ａ） ４８.４％ ４９.８％ ５３．２％ 

一時利用    

 収容台数（Ｃ） １７０台 １７０台 １７０台 

利用者数（Ｄ） ２０１．９人 ２３１．０人 ２２３．２人 

一時利用率（Ｄ）÷（Ｃ） １１８.８％ １３５.９％ １３１．３％ 
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（４）収支状況 

①収支状況の推移 

指定管理者からは、毎年度、当該指定管理業務に係る決算書が提出される。これに基

づく、平成２３年度から平成２５年度における収支の状況は次表のとおりである。また、

指定管理者からは、一定のルールに基づき、区に対して納付金が支払われるが、当該納

付金の額は、以下の収支には反映されていない。 

 

南千住駅東口自転車等駐車場においては、一定水準以上の定期利用があることから、

毎年度、プラスの収支差額（黒字）を計上しており、平成２５年度の収支差額率も２０％

を回復している。しかし、南千住駅周辺の民間自転車駐輪場の増加などに伴い、年々、

収入合計は減少傾向にある。 

 

【南千住駅東口自転車等駐車場】                 （単位：千円） 

区分 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

収入合計（Ａ） ３６,０４６ ３５,７７７ ３４,１１９ 

支出合計 ２６,３０２ ２９,２７２ ２６,９６６ 

収支差額（Ｂ） ９,７４４ ６,５０４ ７,１５３ 

収支差額率（Ｂ）÷（Ａ） ２７.０％ １８.１％ ２０.９％ 

 

 

センターまちや自転車駐車場においては、定期利用は堅調であるものの、町屋駅周辺

に設置された民間自転車駐輪場との競合などから、収入合計は、年々、減少傾向にある。

一方、支出合計は増加傾向にあることから、収支差額は、平成２３年度の４割程度に落

ち込んでいる。センターまちや自転車駐車場の収支差額率が、南千住駅東口自転車等駐

車場と比べて、相当程度低い要因としては、センターまちや管理組合に対する負担金に

ついて、指定管理者が負担することとされていることが要因として挙げられる（平成２

５年度の負担金：１２,０５１千円、支出合計の２９.７％）。 

 

【センターまちや自転車駐車場】                  （単位：千円） 

区分 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

収入合計（Ａ） ４４,６０２ ４４,５９８ ４２,５１９ 

支出合計 ３９,４４８ ４０,９１４ ４０,４９５ 

収支差額（Ｂ） ５,１５４ ３,６８４ ２,０２３ 

収支差額率（Ｂ）÷（Ａ） １１.５％ ８.２％ ４.７％ 
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日暮里駅前自転車駐車場においては、収支差額のマイナス（赤字）が常態化している。

当初の予算段階から赤字予算を組まざるを得ない状況にあり、利用率の向上による増収

策を図る以外、収支状況の好転は望めないものと考えられる。 

 

【日暮里駅前自転車駐車場】                    （単位：千円） 

区分 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

収入合計（Ａ） ２０,７４４ ２１,５３８ ２１,４１４ 

支出合計 ２５,８４９ ２６,２４５ ２８,４９５ 

収支差額（Ｂ） △５,１０４ △４,７０７ △７,０８１ 

収支差額率（Ｂ）÷（Ａ） △２４.６％ △２１.８％ △３３.０％ 
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②平成２５年度における収支状況 

平成２５年度における決算の詳細は、次表のとおりである。なお、南千住駅東口及び

日暮里駅前の数値は消費税を含んだ税込金額であるが、センターまちやの支出項目は消

費税を含まない税抜金額である。ただし、センターまちやの消費税相当額は租税公課に

計上されているため、支出合計では消費税を含んだ金額となっている。 

 

【平成２５年度における決算状況】                （単位：千円） 

区分 南千住駅東口 センターまちや 日暮里駅前 

収入項目    

 指定管理料（修繕費） ２,０３３ ４５３ ４０７ 

定期利用料 ２９,５０６ ３０,１５８ １３,４３６ 

一時利用料 ２,８８４ １２,２４４ ７,６９０ 

カード再発行手数料 １８ １２９ ２０ 

利用料還付金 △８０ △８４ △２８ 

自主事業収入 １ － ８１ 

前受金 △２４３ △３８１ △１９３ 

収入合計 ３４,１１９ ４２,５１９ ２１,４１４ 

支出項目    

 人件費（管理員、整理員） １４,８０１ １７,４２３ １３,９２５ 

福利厚生費 ６１ ４７ １２４ 

旅費交通費 １０８ ７５ ９２ 

駐車場管理業務費 ５,９０３ ４,４９１ ５,７７８ 

商品仕入（自主事業） ０ － １ 

消耗品費・印刷製本費等 １６６ ８５４ １,９２９ 

光熱水費 １,４０６ １,５１１ ３,０９６ 

負担金（組合管理費等） － １２,０５１ － 

修繕費 ２,１３０ ４３１ ４７６ 

役務費（通信費） ３６ ４６ ５７ 

設備等保守点検委託費 １,４２８ １,２２１ ２,３５７ 

警備委託費 － １８０ － 

各種保険料 ９ ３８ ７ 

広告宣伝費 ６３ － ５０ 

租税公課 ８５０ ２,１２２ ６００ 

支出合計 ２６,９６６ ４０,４９５ ２８,４９５ 

収支差額 ７,１５３ ２,０２３ △７,０８１ 
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センターまちや特有の支出である負担金を除いた支出合計で見ると、収容台数１台あ

たり支出は、南千住駅東口で１７.８千円、センターまちやで２０.２千円、日暮里駅前

で２２.４千円となり、日暮里駅前の支出は南千住駅東口よりも２５％程度高いものと

なっている。この要因としては、①収容台数が最も少ないものの、各時間帯において最

低でも２名の管理員を配置することが求められていることから、人件費が固定的に発生

すること、②ゲートシステムなどが自動化されており、収容台数に比して光熱水費や設

備保守点検費などが相対的に高くなっていることなどが挙げられる。人件費比率を見る

と、日暮里駅前が最も低くなっているものの、管理費の増加分が人件費の抑制分を上回

っており、結果的に、効率性が悪くなってしまっている。 

 

【収容台数１台あたり支出合計】                  （単位：千円） 

区分 南千住駅東口 センターまちや 日暮里駅前 

負担金を除いた支出合計：① ２６,９６６ ２８,４４４ ２８,４９５ 

収容台数：② １,５１０台 １,４０７台 １,２７０台 

収容台数１台あたり支出：①÷② １７.８ ２０.２ ２２.４ 

 

【人件費比率】                         （単位：千円） 

区分 南千住駅東口 センターまちや 日暮里駅前 

人件費＋福利厚生費：① １４,８６２ １７,４７０ １４,０４９ 

負担金を除いた支出合計：② ２６,９６６ ２８,４４４ ２８,４９５ 

人件費比率：①÷② ５５.１％ ６１.４％ ４９.３％ 
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２．納付金算定方法の見直しについて 

（１）納付金制度の概要 

指定管理者制度が導入されている自転車駐車場においては利用料金制が導入されてお

り、利用者から徴収される利用料金は指定管理者の収入とする一方、一定の要件を満た

す修繕費などを除き、区から指定管理者に対して指定管理料は拠出されない。このため、

指定管理者は、利用料金を自らの収入として自転車駐車場を管理運営し、それに要した

支出との差額は、原則として、指定管理者の利益となる。ただし、当該収支差額の全額

を指定管理者の利益とするのではなく、指定管理者の選定時に、応募事業者が提示した

各年度の納付額（以下「当初予定納付額」という。）を、毎年度、区に納付する制度と

している。また、実際の収支差額が、当初予定納付額を超過した場合には、その額の５

０％を加算して納付することとされている。 

平成２３年度から平成２５年度における納付額及び収支差額の推移は次表のとおりで

ある。平成２５年度における当初予定納付額は、南千住駅東口が９,０００千円、セン

ターまちやが４,３００千円、日暮里駅前は設定無しであり、これを超える収支差額が

発生しなかったことから、同額が納付されている。 

なお、平成２３年度における南千住駅東口及びセンターまちやの両自転車駐車場に係

る当初予定納付額は、南千住駅東口が３,３２５千円、センターまちやが５,３４６千円

であり、南千住駅東口自転車等駐車場においては、これを超える収支差額が発生したこ

とから、その半額を加算した額となっている。 

 

【指定管理者からの納付額及び収支差額の推移】           （単位：千円） 

自転車 

駐車場 

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

納付額 収支差額 納付額 収支差額 納付額 収支差額 

南千住駅

東口 
６,５３４ ９,７４４ ９,０００ ６,５０４ ９,０００ ７,１５３ 

センター 

まちや 
５,３４６ ５,１５４ ４,３００ ３,６８４ ４,３００ ２,０２３ 

日暮里 

駅前 
－ △５,１０４ － △４,７０７ － △７,０８１ 
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【基本協定書上の定め】 

【南千住駅東口/センターまちや】 

（納付金の支払） 

第３１条 指定管理者が提案した提案書にある「指定期間内の年度毎及び全体の収支計

画書」の様式１１号に記載した各年度の納付額を、区に納付しなければならない。また、

納付額を超える収入があった場合は、その額の５０％を区に納付しなければならない。 

【日暮里駅前】 

（納付金の支払） 

第３１条 指定管理者は、各年度の収入から支出を差し引いた収支合計額の５０％を、

区に納付しなければならない。ただし、収支合計額が０以下となる場合は、納付しない

ものとする。 

 

 

＝監査の結果及び意見＝ 

 

（１）間接経費（本社経費）の実態 

①間接経費（本社経費）の存在 

自転車駐車場の指定管理者からは、毎年度、当該指定管理業務に係る決算書が提出さ

れており、最終的な納付額は、その収支差額が当初予定納付額を超過するか否かにて判

断されることとなる。収支差額は、利用料金を始めとする収入から、自転車駐車場管理

員給与などを始めとする支出を差し引いて算出されるが、当該支出には、自転車駐車場

の管理員給与や光熱水費、定期利用カードの製作費など、自転車駐車場の管理運営に直

接要する支出だけではなく、これをバックアップするために必要とされる間接経費も含

まれる。例えば、当該自転車駐車場を担当する本社社員の給与の一部や、その通信費な

どといったものであり、所謂、本社経費と呼ばれるものである。 

指定管理業務の決算書上、そのような間接経費（本社経費）は、駐車場管理業務費と

して計上されており、平成２５年度における計上額及びその内訳は、次表のとおりであ

る。概ね、支出合計額の１５～２０％程度を占めている。 
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【平成２５年度における駐車場管理業務費計上額】          （単位：千円） 

区分 南千住駅東口 センターまちや 日暮里駅前 

収入合計（Ａ） ３４,１１９ ４２,５１９ ２１,４１４ 

支出合計（Ｂ） 

（負担金控除後） 
２６,９６６ 

４０,４９５ 

（２８,４４４） 
２８,４９５ 

うち駐車場管理業務費 ５,９０３ ４,５１８ ５,７７８ 

（割合） （２１.８％） （１５.８％） （２０.２％） 

収支差額（Ａ）－（Ｂ） ７,１５３ ２,０２３ △７,０８１ 

（注１）（割合）は、駐車場管理業務費が支出合計に占める割合を示す。なお、センタ

ーまちやについては、センターまちや管理組合に対する負担金（１２,０５１

千円）を控除した支出合計（２８,４４４千円）に占める割合を示す。 

（注２）センターまちやの駐車場管理業務費は税抜金額であることから、決算額（人件

費などの非課税項目を除く。）に１.０５を乗じた額を用いている。 

 

②株式会社ソーリンにおける駐車場管理業務費 

南千住駅東口及び日暮里駅前の指定管理者である株式会社ソーリンの駐車場管理業務

費の内訳は次表のとおりである。本社社員給与を始めとして、本社の水道光熱費や通信

費などについて、その一定割合分を駐車場管理業務費として計上しているものである。 

しかし、間接経費（本社経費）を駐車場管理業務費に按分する割合は、当該業務に従

事する社員数や従事時間数などを根拠に設定されているものではなく、事前に、間接費

相当額として提案書に記載した額を前提として、これに見合う額となるよう算定した比

率と考えられる。具体的には、各自転車駐車場の指定管理者が初めて募集された際に、

区が直営にて管理していた年度の決算情報を参考に、間接経費（本社経費）相当額とし

て計上可能と判断した額を基本とし、これに見合った額となるよう按分対象経費及び按

分割合を設定しているものと考えられる。 

また、駐車場管理業務費のうち地代家賃として計上されているものは、数年前に自前

の本社社屋を建設してから発生しているものについては、支払家賃ではなく、自前の本

社社屋にかかる諸経費相当額とのことである。平成２５年度の決算においては、地代家

賃として計上している額（南千住駅東口、日暮里駅前ともに４３２千円）を支出から控

除してもなお、区への追加納付額が発生しないことから、財務的な影響は無い。しかし、

収支状況によっては、区への納付額に影響を与えるおそれもあることから、今後、指定

管理者からの収支報告について、より慎重な検討を行う必要がある。特に、自前の本社

社屋建設後の年度については、地代家賃として計上されているものの内容を把握した上

で、駐車場管理業務費として計上すべき勘定科目の妥当性を検討することが必要である。 

このように、指定管理業務の決算書に計上されている間接経費（本社経費）は、明確

な積算根拠を有する配賦計算では無く、結果的に、支出総額の２０％程度を、駐車場管
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理業務費として計上されているのが実態である。 

 

【駐車場管理業務費の内訳：株式会社ソーリン】          （単位：千円） 

勘定科目 南千住駅東口 日暮里駅前 

給与振替 ２,７５４ ２,７８８ 

現場労務管理費 ２,１７７ ２,０１８ 

地代家賃 ４３２ ４３２ 

水道光熱費 ６８ ６８ 

通信費 ８７ ８７ 

車・保険料 ４８ ４８ 

ガソリン代 １０５ １０５ 

振込手数料 １３ １６ 

顧問料 ２０２ ２０２ 

雑費 １２ １０ 

合計 ５,９０３ ５,７７８ 

 

③サイカパーキング株式会社における駐車場管理業務費 

センターまちやの指定管理者であるサイカパーキング株式会社の駐車場管理業務費の

内訳は次表のとおりである。なお、本社職員給与及び本社職員給与一部振替以外は、税

抜金額での報告額に１.０５を乗じたものとしている。 

自転車駐車場の統括責任者給与とともに、本社社員給与及び関連諸経費について、そ

の一定割合分を駐車場管理業務費として計上している。サイカパーキング株式会社にお

いては、全社的な間接経費の割合を算出した上で、自転車駐車場の指定管理業務につい

ても、同程度の割合にて間接経費（本社経費）を負担させているとのことである。結果

的に、支出総額の１５％程度を、間接経費（本社経費）である駐車場管理業務費として

計上することとしているのが実態である。 
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【駐車場管理業務費の内訳：サイカパーキング株式会社】 （単位：千円） 

勘定科目 センターまちや 

統括責任者給与 １,８５１ 

本社職員給与一部振替 ２,１００ 

本社職員交通費 １ 

本社職員通信費 ２５ 

両替・金種指定手数料 ０ 

振込手数料 １０ 

ガソリン代 ６ 

駐輪場管理システム費 １２６ 

雑費 ３９７ 

合計 ４,５１８ 

 

 

（２）納付金算定方法の見直しについて 

本来、ある特定の事業に対して、どの程度の間接経費（本社経費）を負担させるべき

かは、各事業者の規模、組織構成及び管理体制などによって異なる性質のものである。

また、複数の事業に共通的に、もしくは全社的に発生する経費である以上、一定の仮定

を置いた上での配賦計算とならざるを得ない。このため、間接経費（本社経費）の配賦

額は、多分に各事業者の置かれた環境や経営方針に依存するものとなる。 

納付金制度を採用している場合、当該納付額が、指定管理業務の収支差額とは関係な

く決定されるものであれば、間接経費（本社経費）の計上額について、各事業者の裁量

に委ねて問題ないところであるが、本件指定管理業務のように、収支差額の多寡に応じ

て変動する枠組みとした場合には、収支差額の正確性もしくは妥当性をどのように担保

するのかが問題となる。 

この場合、直接、自転車駐車場の現場管理などにかかった経費（直接費）については、

その実在性（実際に発生した経費であるかどうか）について、請求書や領収書などとい

った証拠となる資料を閲覧することなどで確認することが可能である。しかし、間接経

費（本社経費）については、当該経費の実在性のみならず、対象とする経費の範囲及び

その按分方法の考え方、支出総額に占める限度額などが事前に明確になっていなければ、

指定管理者の裁量によるところとなってしまい、その妥当性を検討するのは困難となる。 

現状、自転車駐車場の指定管理業務においては、間接経費（本社経費）である駐車場

管理業務費が明確に定義されていないことから、結果的に、支出総額の一定割合が計上

されているのが実態である。このような状況においては、指定管理者が、区への追加納

付額を発生させない（もしくは減少させる）ために、恣意的に間接経費（本社経費）の
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配賦額を調整する余地がある。今後も、現状の方法にて納付金を算定するのであれば、

対象とする経費の範囲及びその按分方法の考え方、支出総額に占める限度額などについ

て、事前に指定管理者に明示し、これに沿った間接経費（本社経費）の計上を求めるこ

とが必要である。 

ただし、間接経費（本社経費）を定義したとしても、仮定に基づく配賦計算が伴う以

上、恣意性を完全に排除することはできず、その妥当性の検証も煩雑さを増す。このた

め、次期指定期間においては、収支差額に比例した納付金部分を廃止し、固定額に一本

化することについて、その適否を検討することが望ましい。  
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３．自転車駐車場の新たな運営手法の例示について 

（１）指定管理業務におけるグルーピングの検討について 

平成２５年度時点においては、南千住駅東口、センターまちや及び日暮里駅前の３か

所の自転車駐車場に対して、個々に指定管理者が選定されている。指定管理業務の内容

に大きな違いはないものの、周辺の民間自転車駐輪場の有無といった立地条件の差異な

どにより、利用状況に大きな差があることから、結果的に、各々の収支状況には大きな

差異が生じている。特に、日暮里駅前自転車駐車場は他の自転車駐車場と異なり、マイ

ナスの収支差額（赤字）が常態化している。 

 

【平成２５年度における収支差額】                 （単位：千円） 

区分 南千住駅東口 センターまちや 日暮里駅前 

収支差額 ７,１５３ ２,０２３ △７,０８１ 

 

 

＝監査の結果及び意見＝ 

 

自転車駐車場の指定管理業務の指定期間は３年とされており、加えて、当該指定期間

の業務実績が一定以上の水準にあると認められる場合には、次期指定期間についても、

引き続き指定管理者に選定する運用としている。このため、一定水準以上の業務を遂行

したものと認められる場合には２期６年間、指定管理者として自転車駐車場の管理運営

を担うこととなる。その後、最長２期の指定期間が終了する際には、次期の指定管理者

を公募にて選定する。 

指定管理者制度は、民間の能力を活用しつつ、住民サービスの向上と経費の節減など

を図ることを目的としたものであるが、これが発揮されるためには、選定時において、

応募事業者間の競争性が十分に発揮されることが重要な要素の一つである。そのために

は、複数の事業者が応募することが望ましいが、その前提として、事業者が、当該指定

管理業務に参入したいと考えるようなインセンティブが存在する必要がある。その重要

なインセンティブの一つが利益獲得であり、現行の指定管理者が計上している収支差額

の水準が、参入判断の一つの指標となり得るものと言える。この観点からした場合、日

暮里駅前自転車駐車場のように、マイナスの収支差額（赤字）が常態化している場合に

は、事業者の参入意欲をそぐこととなり、次期公募時に、複数の事業者が参入せず、十

分な競争がなされないおそれもあるとともに、更には、参入事業者自体が存在しなくな

るおそれもある。 

このため、次期以降の指定管理者選定においては、複数の自転車駐車場を一つの指定

管理業務として括りだし（グルーピングを行い）、公募を行うことを検討することが望
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ましい。その際、機械式の三河島駅前自転車駐車場を除く、３か所の自転車駐車場を一

つにグルーピングすることなどが想定され得る。今後、グルーピングを行うことによる

メリットとデメリットを整理した上で、グルーピングの適否を検討する必要がある。参

考として、グルーピングを行うことによるメリットとデメリットの例を、以下に挙げる。 

 

 

【グルーピングを行うことによるメリットとデメリット（例）】 

区分 グルーピング 

メリット ○グルーピングされた自転車駐車場全体で収支が判断されることとな

り、個々の自転車駐車場の収支状況によって、指定管理者の応募状

況に影響が生じることを緩和することができる。 

○各自転車駐車場におけるサービスや従業員の教育水準の統一化。 

デメリット ○事業規模が大きくなるため、人員確保面などでの参入障壁が高くな

り、参入事業者が大規模事業者に限定されるおそれがある。 

○指定期間の始期が異なる自転車駐車場をグルーピングする場合には、

これを調整し、始期を統一する必要がある。 
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（２）老朽化した設備などの更新に資する方策の検討について 

南千住駅東口自転車等駐車場は開設以来１２年が、センターまちや自転車駐車場は開

設以来１８年が経過しており、出入り口のゲートシステムや自転車用ラックなどの設備

に老朽化が目立つようになっている。特に、センターまちや自転車駐車場においては、

自転車用ラックの一部に、老朽化による不具合が生じていることから、区としても順次、

取替工事を行ってきており、平成２６年度までに概ね３０％程度の自転車用ラックの取

り替えが完了したところである。 

 

 

＝監査の結果及び意見＝ 

 

現在、自転車駐車場の管理運営には指定管理者制度が導入されており、民間の能力の

活用による住民サービスの向上と経費の節減などを図っているところである。公の施設

である自転車駐車場の建物や各種備品類は、区が所有する財産であることから、少額な

修繕工事を除き、設備の修繕工事や備品などの調達は、原則として、区の責任で行うこ

ととなる。しかし、区の財政状況が厳しい中にあっては、自転車駐車場の要となる自転

車用ラックでさえ、その取替工事に相当程度の時間がかかってしまうのが実情であり、

ゲートシステムや精算機に至っては、機器が満足に機能せず、管理員の手作業で代替し

ている部分も多い。 

指定管理者は公の施設の管理者であることから、本来、設備の大規模改修などの責任

を負うものではない。このため、指定管理者側にしてみた場合、老朽化した設備を前提

として、手作業を含めた管理運営とともに利用者増加を図らなくてはならないが、これ

が解消されるためには、区の財政負担が必要となる。また、区の財政措置がなされるま

で、このような状況が継続することは、利用者にとっても望ましいものではない。 

このため、例えば、現在、指定管理者は一定の額を区に納付する納付金制度を採用し

ているが、これを見直し、指定管理業務の実施に必要な備品や設備機器などを購入した

場合には、これを納付金から控除することを認める運用とすることも考えられる。また、

指定管理者選定時において、自転車駐車場の管理運営から稼得した利益を、納付金では

なく、備品や設備機器の充実に充当する提案も認めることが考えられる。 

いずれにしても、厳しい財政状況の中、適時に老朽化した設備などの更新に資する方

策を柔軟に検討することが必要である。 
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４．一時利用料金の収受に係る内部統制（チェック体制）の改善について 

（１）一時利用料金の収受方法の概要 

南千住駅東口、センターまちや及び日暮里駅前の各自転車駐車場における、一時利用

料金は以下のとおりである。なお、自転車については、最初の２時間以内を無料とし、

利用の促進を図っている。また、２日目以降も連続して利用した場合は、１日目の利用

料金に２日目の利用料金が加算される。 

 

【自転車】 

利用時間数 料金 

２時間以内 無料 

２時間超～８時間 １００円 

８時間超～ ２００円 

 

【原動機付自転車（５０㏄以下）】 

利用時間数 料金 

８時間以内 １５０円 

８時間超～ ３００円 

 

 

（２）一時利用の流れ 

開設年が新しい日暮里駅前自転車駐車場（平成２０年開設）においては、磁気式の一

時利用券に対応したゲート・システムが導入されており、一時利用券の自動発券及び自

動精算が可能となっているが、開設年が古い南千住駅東口（平成１４年開設）及びセン

ターまちや（平成８年開設）の各自転車駐車場のゲートは対応していない。 

日暮里駅前自転車駐車場にて使用されている一時利用券には、発券した際に、利用開

始日時が自動的に記載されるとともに、磁気情報としてもカード内に記録される。退場

時には、一時利用券を精算機に挿入することで自動的に料金が明示され、利用者のみで

精算を行うことが可能となっている。また、一時利用券は退場時に回収されるが、回収

した一時利用券にも、終了日時が自動的に記載される。一般的に、自動車の有料駐車場

にてよく見られる形態のものである。 

一方、南千住駅東口及びセンターまちやの各自転車駐車場においては、利用者が入退

場する都度、自転車駐車場に配置されている指定管理者の社員が、専用の打刻機を用い

て、一時利用券に入退場の日時を打刻する形態であり、利用料金についても、退場の都

度、社員が、入場日時の記録から利用時間数を計算し、所要の利用料金を利用者に伝え
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ることとなる。 

 

日暮里駅前自転車駐車場における一時利用の流れ 

 

【入場】 利用者が入場する際、ゲートに設置されている発券機から、一時利用券を

発券する。これによりゲートが開放され、入場が可能となる。 

【駐輪】 一時利用者向けのラックもしくは駐車スペースに誘導する。 

利用者は駐輪後、徒歩にて退出。 

【退場】 利用者はラックもしくは駐車スペースから、各自の自転車を取り出し、ゲ

ートに向かう。 

ゲートにて、入場時に発券した一時利用券を精算機に挿入し、利用料の精

算を行う。精算済の一時利用券をゲートの挿入口に挿入することによりゲ

ートが開放され、退場が可能となる。その際、一時利用券は回収される。 

 

 

南千住駅東口及びセンターまちやの各自転車駐車場における一時利用の流れ 

 

【入場】 ゲートは開放されており、常に社員が配置されている。 

利用者がゲートから入場した際、配置されている社員が、一時利用券に入

場日時を打刻の上、一時利用者に手交する。 

【駐輪】 一時利用者向けのラックもしくは駐車スペースに誘導する。 

利用者は駐輪後、徒歩にて退出。 

【退場】 利用者はラックもしくは駐車スペースから、各自の自転車を取り出し、ゲ

ートに向かう。 

ゲートにて、入場時に手交された一時利用券を社員に手渡す。社員は、一

時利用券に退場日時を打刻した上で回収し、一時利用料金の額を口頭にて

利用者に伝える。 

利用者は、所定の一時利用料金を精算機（一時利用発券機）に入金し、退

場する。 
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＝監査の結果及び意見＝ 

 

（１）一時利用券への日時打刻及び発券管理の状況 

一時利用券への打刻と利用料金の収受を、係員の手作業で行っている南千住駅東口及

びセンターまちやの各自転車駐車場について、指定管理者及び自転車駐車場に往査し、

回収後の一時利用券及び管理帳票などの閲覧、関連する社員への質問などを行った。そ

の結果、次のような課題が認識された。 

 

【課題】 

○ センターまちや自転車駐車場 

回収後の一時利用券について、利用開始日時及び終了日時の打刻が必ずしも徹底さ

れておらず、当該一時利用券では、実際に、どれだけの時間の利用時間があったかが

不明なものが散見された。 

退場時に利用時間数を確認し、所要の利用料金を徴収しているとの説明であったが、

正確に徴収がなされたかどうか、事後的に確認することが困難な状況である。 

○ 南千住駅東口及びセンターまちや自転車駐車場 

発券する一時利用券について、統一的な連番管理が行われていないため、どれだけ

の一時利用券を発券したか、正確に把握できない状況にある。なお、日暮里駅前自転

車駐車場においては、自動発券機に発券データが記録されている。 

 

 

（２）一時利用券への入退場日時打刻の徹底などについて 

今般の監査において、各自転車駐車場における、日々の利用料金収入の記録（現金収

入の記録）と、回収済一時利用券から算定される利用料金収入額との整合性について、

サンプルにて検証した。その結果、回収済一時利用券に入退場日時が打刻されていない

場合を除き、不一致となる事項は検出されなかった。 

しかし、現状のチェック体制においては、一時利用料金の徴収に関して、次のような

リスクが存在するものと言える。 

 

[潜在しているリスク] 

○ 本来、収受すべき利用料とは異なる金額を収受してしまうリスク（正確性） 

○ 本来、収受すべき利用料の徴収が漏れてしまうリスク（網羅性） 

○ 利用料の収受を漏れなく行っているかについての確認が行えず、利用料の徴収

漏れが発生した場合に、これを発見できないリスク（網羅性） 
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このようなリスクに対応し、利用料徴収額の正確性及び網羅性を担保するためには、

利用料徴収の漏れを、防止もしくは適時に発見できる仕組みを構築することが必要と考

える。例えば、次の方策が考えられる。 

 

① 一時利用券の連番管理及び日時打刻の徹底（南千住駅東口、センターまちや） 

自動発券機を使用していない南千住駅東口及びセンターまちやの各自転車駐車場にお

いては、一時利用券の連番管理及び日時打刻を徹底することが重要である。なお、南千

住駅東口においては、往査時における監査人の指摘後、一時利用券の連番管理及び日時

打刻の徹底が開始されたとのことである。 

 

【改善策】 

○ 発券枚数の明確化 

一時利用券に連番を付すとともに、各日にどの番号までの一時利用券が発券されたの

か記録し、明確化する。なお、打刻誤り（書き損じ）や汚損などにより、不使用となっ

た一時利用券については、破棄せずに、別途、綴るなどして保管する。また、紛失など

の申し出があった場合にも、その旨及び枚数などを記録する。 

○ 一時利用券への日時打刻の徹底 

利用開始日時及び終了日時欄の打刻を徹底し、後刻、一時利用料金の金額の正確性を

確認できるようにする。 

○ 収受印もしくは領収書の発行 

利用料金を徴収したものについては、一時利用券に収受印を押印するか、別途、領収

書を発行する運用とするなどにより、適切に利用料金を徴収したことを明確にするとと

もに、後刻、利用料金と、回収済一時利用券から算定される徴収すべき利用料金額との

間に差異が生じた場合には、この解明に資するものとする。 

 

 

② 発券済一時利用券の回収状況のモニタリング（全自転車駐車場共通） 

発券された一時利用券は、利用料金徴収時に回収されるが、精算前の紛失などにより、

必ずしも全数が回収される訳ではない。しかし、その回収状況や回収率の推移などを把

握し、定期的にモニタリングする運用とすることにより、指定管理者の内部事務に係る

不備の有無や、利用者の不正利用の有無を判断する端緒となり得るものである。 

往査時点において、発券済一時利用券の回収状況のモニタリングは、南千住駅東口自

転車等駐車場にて一部実施されているものの、統一的には行われていない状況であった。

今後、通年ではなく、特定の月においてでも、回収状況を把握する仕組みを構築するこ

とが望ましいものと考える。 
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【改善策】 

○ 発券済一時利用券について、発券番号を控えたリストなどを作成し、回収された利

用券について消込作業を行う。 

○ 発券済一時利用券の回収率（発券した一時利用券のうち、回収されたものの比率）

に、異常な変動がないか、その推移をモニタリングする。特に、回収率が低いなど、

異常な数値が把握された場合には、当該日の回収済一時利用券の調査や社員へのヒ

アリングなどを通して、その要因の把握・分析に努める。 

 

なお、今般の監査を機会に、センターまちや及び日暮里駅前の各自転車駐車場におい

ても、次表のような回収状況の確認を行っていくとのことである。所管課は、今後、こ

の改善状況を確認していくことが必要である。 

 

自転車駐車場名 管理方法 

南千住駅東口 これまでは、特段、継続的な回収状況の把握は行ってこなかったが、

平成２６年の７月頃より、一時利用券の発券番号を控えたリスト（一

時利用券回収調査表）を、日々作成し、回収されたものについて、

消込作業を行っている。未回収率は概ね３～４％程度とのことであ

る。 

センターまちや 平成２７年３月中に、一時利用券について、ナンバリングによる管

理と日々の照合作業を開始するとのことである。 

日暮里駅前 一時利用の自転車の入出庫は、自動発券機に発券及び回収データが

記録されるなど、システム上で管理されている。そのため、職員に

よる一時利用券の回収状況の確認はなされていなかったが、今後は、

定期的にデータを出力し、一時利用券の回収状況を確認するとのこ

とである。 

ちなみに、今般の監査において、システム上から出力される「台数

日報」を閲覧したところ、平成２６年１０月６日（月）における、

一時利用の入庫（入場台数）：１４８台、出庫（出場台数）：１３２

台であり、当日の回収率は８９.１％であった。但し、翌日以降の

退場もあり得ることから、当日の夜間に、日をまたいで駐輪されて

いた７台を加算した場合には、９３.９％となる（未回収率は６％

程度）。 
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５．定期利用における荒川区民の定義について 

（１）定期利用に係る利用料の区分 

自転車駐車場の定期利用に係る利用料金は、大きく「荒川区民」と「区民以外」とで

区分されており、「区民以外」は、「荒川区民」と比べて倍の金額に設定されている。 

定期利用を希望する者は、登録時に、身分証明書などを提示し、どの区分に属するの

か証明し、利用料金を支払うこととされている。 

 

＜定期利用に係る利用料金＞ 

【自転車】 

 荒川区民 区民以外 

一般 学生 一般 学生 

１か月 ２,０００円 １,４００円 ４,０００円 ２,８００円 

３か月 ５,４００円 ３,８００円 １０,８００円 ７,６００円 

６か月 １０,２００円 ７,２００円 ２０,４００円 １４,４００円 

 

【原動機付自転車（５０㏄以下）】 

 荒川区民 区民以外 

１か月 ３,０００円 ６,０００円 

３か月 ８,１００円 １６,２００円 

６か月 １５,３００円 ３０,６００円 

 

 

（２）条例などにおける定め 

駐車場条例第１１条及び同施行規則第５条において、定期利用の利用対象者は、次の

ように定められているが、利用料金の区分である「荒川区民」の定義は、特段、定めら

れていない。ただし、通常は、自然人たる個人が利用することが想定されるところであ

り、この場合、「荒川区民」は、荒川区の区域内に住所を有する者と解される。 

 

【定期利用の利用対象者】 

荒川区の区域内又は区に隣接する他区の区域内に住所又は勤務先若しくは通学先を有

し、通勤又は通学のため住居又は勤務先若しくは通学先と駐車場との往復に自転車等を

利用する者で、以下に該当する者。 

（１）身体障害者福祉法第１５条の規定による身体障害者手帳若しくは東京都愛の手帳

交付要綱による愛の手帳の交付を受けている者又はこれに準ずる者 
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（２）６５歳以上の者 

（３）住居又は勤務先若しくは通学先が利用する駅から７００メートルを超える距離に

ある者 

（４）上記にかかわらず、区長が必要と認める者又は指定管理者が必要と認め、区長が

承認した者 

 

 

＝監査の結果及び意見＝ 

 

（１）事業所単位での登録を認めている事例 

今般の監査において定期登録に係る申請及び承認の状況を確認したところ、荒川区内

に事業所を有する法人からの申請に基づき、事業所を単位として定期登録を承認し、当

該区内事業所に置いてある自転車を不特定の従業員が使用するものとして、「荒川区民」

の区分で、法人事業所に対して登録台数分の利用料金を徴収している事例があった。本

来、荒川区内の事業所に勤務する者が、定期利用の登録を申請した場合、利用料金は、

その住所に応じて、「荒川区民」と「区民以外」とに区分されることとなる。本件事例

は日暮里駅前自転車駐車場におけるものであり、事業者からの申し出に基づいて、指定

管理者が、法人単位での「荒川区民」での料金区分での利用を認めたものである。また、

区としても取扱いを認めているものである。 

 

 

（２）事業所単位での登録を認める際における要件の明確化について 

日暮里駅前自転車駐車場は利用率が低く、その積極的な利用を、より促進するために

も、需要があるのであれば、事業所単位での定期利用登録を認めることも、十分、考え

られるところであるが、その場合には、事業所単位での定期利用登録自体を制度化する

ことを検討する必要がある。区内４か所の自転車駐車場の利用状況を踏まえて、事業所

単位での登録を認める自転車駐車場を定めた上で、登録を認める場合の要件を明確にす

るとともに、利用者に周知することが望ましいものと考える。 
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６．定期利用の承認期間について 

（１）条例などの定め 

定期利用の承認期間については、駐車場条例施行規則第８条第１項において、次のよ

うに定められており、年度単位で承認を行うことが原則とされている。また、同条第２

項において、特に必要があると認めるときは、区長の承認を得て、承認期間を更新する

ことができるものとされている。 

 

駐車場条例施行規則 

第８条 定期利用の承認期間は、指定管理者が利用の開始を認める日から当該日の属す

る年度の３月３１日までとする。 

２ 前２条及び前項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると認めるとき

は、区長の承認を得て第６条の規定による申請があったものとみなして、同項に規定す

る承認期間を更新することができる。 

 

 

（２）実際の運用 

各自転車駐車場の窓口においては、特に、年度末の３月３１日に囚われることなく、

利用期間の承認がなされており、年度末に近い２月や３月においても、３か月及び６か

月の利用期間の承認がなされている。しかし、これについて、特段、区長の承認を得る

手続きはとられていない。例えば、３月１日を利用開始日とする３か月の定期利用につ

いても、特段、区長の承認手続きなしに、承認する運用がなされている。 

 

【例】申請日（承認日）：２月２５日、利用開始日：３月１日、利用期間３か月 

 

 

 

   承認日  利用開始日    年度末             終了日 

 （２月２５日）（３月１日）  （３月３１日）         （５月３１日） 

 

 

＝監査の結果及び意見＝ 

 

駐車場条例施行規則においては、原則として、承認期間は年度を超えないこととされ

ているが、原則どおり、承認期間の終期を年度末（３月３１日）とした場合には、翌年

度に利用しようとする全利用者の承認行為が３月に集中し、事務的に煩雑であるととも
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に、年度末近くに利用を開始した者について、複数月の利用期間とすることによる利用

料の割引から排除することにもなる。 

現状、年度をまたぐ期間の利用申請であっても、特段、他の期間との差を設けずに承

認がなされているが、特段、これによる弊害は発生しておらず、当該運用は合理的なも

のと考える。ただ、年度をまたぐ期間の承認の際に求められる、区長の承認行為との整

合性だけが課題である。このため、現状の運用に沿った形にて駐車場条例施行規則を改

正するか、もしくは、年度をまたぐ承認について、包括的に区長の承認を得るような運

用とするなど、規則と実際の運用との間に、齟齬が生じないような方策を検討する必要

がある。 
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７．業務に利用する定期利用カードの発行管理について 

自転車駐車場においては、利用者の入退場以外に、ゲートを開放しなければならない

場合などに用いるため、定期利用カードを業務用に発行し、保管している。当該カード

は業務用の目的で発行されているが、機能としては通常の定期利用カードと同様である。 

 

 

＝監査の結果及び意見＝ 

 

（１）業務に利用する定期利用カードの現状 

指定管理者及び自転車駐車場への往査時に、業務に利用する定期利用カードの有無及

び発行状況を確認したところ、以下の状況であった。自転車駐車場によって発行枚数は

１～４枚までと差があり、管理簿を作成しているのは日暮里駅前自転車駐車場のみであ

った。 

 

自転車駐車場名 管理の状況 

南千住駅東口 ○ 発行枚数：２枚 

○ 特段、利用記録などは残していない。 

センターまちや ○ 発行枚数：４枚 

○ 特段、利用記録などは残していない。 

日暮里駅前 ○ 発行枚数：１枚 

○ 利用記録を管理簿に記載している。 

 

 

（２）今後の取扱いについて 

業務用の定期利用カードは、本来、同時に複数枚を使用するケースは少ないことから、

予備分を含めて、２枚保管されていれば十分なものと考えられる。これに対して、必要

最低限を超えるカードを発行した場合には、社員の不正利用や紛失もしくは盗難の可能

性が高まるおそれがある。また、発行枚数が適正水準であったとしても、適切な使用を

指定管理者社員に求める内部牽制の一手段として、管理簿などにより当該カードの利用

状況を明確にすることは有用なものと考えられる。 

特に、センターまちや自転車駐車場においては、発行枚数が４枚と、必要な発行枚数

を超過している。指定管理者によると、通常のシフト（４人）において、社員１人に１

枚ずつ使用できるよう発行したものとのことであり、加えて、精算機が老朽化している

ことから、定期利用カードを挿入したままの状態でないと、つり銭の入れ替えが困難な
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場合があるため、つり銭交換時を考えた場合、複数枚が必要となるとのことであった。

確かに、監査人が自転車駐車場を往査した際に、精算機の状況を確認したところ、定期

利用カードを精算機に挿入したままでないと、つり銭を充当した後であっても、つり銭

切れランプが消えない状況にあり、複数枚のカードが必要な点は理解できるところであ

る。しかし、社員１人につき１枚を発行する必要は無く、最低限にとどめる必要がある。 

なお、本件監査中、監査人側の指摘に応じて、センターまちや自転車駐車場において

は、カードを４枚から２枚に減ずる対応を図っているが、今後、南千住駅東口及びセン

ターまちや自転車駐車場においては、業務用に発行する定期利用カードについて、あら

ためて必要枚数を見直すとともに、管理簿などを作成するなど、その管理状況を明確に

する仕組みを構築すべきものと考える。 
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８．第三者委託の事前協議について 

荒川区は、事業の品質確保の観点から、自転車駐車場の管理及び運営の実施主体であ

る指定管理者に対して、第三者への業務委託に関して、次のような制約を課している。 

具体的には、指定管理者が第三者に業務を委託できる範囲を、清掃、コンベアなどの

機器の保守点検などに限定するとともに、第三者に業務を委託する際には、年度当初に

締結される年度協定書の締結時に、区の承諾を受けることを定めている。 

 

（第三者による実施） 

第１８条 管理に係る業務を一括して第三者に委託することは認めない。ただし、清掃、

コンベア等の機器の保守点検等の個々の具体的業務は、区に協議した上で指定管理者か

ら第三者に委託できるものとする。その場合も、第三者からさらに他の事業者に委託す

ることは認めない。 

２ 指定管理者は、上記に係る区の承諾を受ける場合は、年度協定の締結時に、区が別

途定める様式に基づき、書面により行わなければならない。なお、年度途中においては、

必ず業務開始の前に行うものとする。 

（基本協定書より抜粋） 

 

 

＝監査の結果及び意見＝ 

 

今般の監査において、南千住駅東口、センターまちや及び日暮里駅前の各自転車駐車

場に関して、平成２５年度の決算書に計上されている設備など保守点検委託費を対象と

して、第三者への業務委託に係る区の承諾が得られているか確認したところ、いずれの

施設においても、事前の承認が得られていなかった。また、この件につき、荒川区の所

管課に確認したところ、平成２５年度分において、事前承諾の手続きを失念しており、

今回の指摘を踏まえ、改めて、区と指定管理者との間で、基本協定書において制約を課

している事項の確認を行ったとのことであった。 

例年、同じような業務に関する事前協議と承諾が行われているところであるが、指定

管理者から第三者への業務委託に係る区の事前承諾は、事業の品質確保の観点から、管

理・運営に関する基本協定書において制約を課している事項である。今後、事前承諾手

続の徹底を図る必要がある。 
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９．定期保守点検に関する報告について 

荒川区は、指定管理者に対して、指定管理者業務仕様書上、施設及び設備の維持に関

する業務を規定している。当該規定において、区は、指定管理者が常に駐車場内を清潔

に保つとともに設備機器の点検を行うこと、特に、ゲートシステム、コンベア及びラッ

クなどについては、定期的な整備点検を行うことを要求している。 

加えて、区は、年度協定書において、①指定管理者に年度の半期（4月～9月）終了

後、半期事業報告として事業実施報告、職員勤務状況とともに施設点検報告を行うこと、

②年度終了後に設備点検報告書を含む事業報告書を提出することを定めている。 

 

 

＝監査の結果及び意見＝ 

 

指定管理者からの施設点検報告書について、提出の有無及びその内容を確認した結果、

いずれの指定管理施設についても施設点検報告書は提出されていたものの、南千住駅東

口及び日暮里駅前の各自転車駐車場における報告書は、点検実施日及び実施内容の記載

にとどまるものであった。点検業者から指定管理者に提出されている完了報告書を閲覧

したところ、ボルトなどの調整を行って問題を改善した項目のほか、未対応のさびの情

報などが写真付きで報告されていた。 

このような情報は、区の所有する財産の現況を把握し、将来的な施策に係る意思決定

に資するものである。今後、区への施設点検報告書に含めることが望ましいものと考え

る。 
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１０．クレーム対応について 

荒川区は、指定管理者との基本協定書において、苦情への対応として、指定管理者は

業務の実施に当たり、利用者及び近隣住民などから苦情を受けた場合は、速やかに対応

を行い、苦情の解消に努めなければならないと規定している。また、指定管理者は、苦

情への対応及び処理の経過などを記録し、区はその報告を求め又は必要に応じて調査を

することができるとしている。 

そして、指定管理者が区へ提出する事業計画書においても、「サービスの実施に関す

る事項」の「利用者サービスの向上」の１項目として、トラブル防止や苦情などの対応

方法の記載を求めている。 

 

 

＝監査の結果及び意見＝ 

 

南千住駅東口及び日暮里駅前の各自転車駐車場の指定管理者に対し、クレームに関す

る記録の作成、管理について質問したところ、クレームを含め、各種トラブルの発生及

び問合せがあった場合には、現場担当者が報告書を作成し、指定管理者の本社に報告す

るとのことであった。南千住駅東口及び日暮里駅前の各自転車駐車場の指定管理者に保

管されている上記報告書（駐輪場受信・出勤報告書）を閲覧した結果、平成２５年度の

報告件数は、年間数件程度であった。 

クレーム、その他各種トラブルの発生及び問合せの件数が年間数件程度という状況は、

実情を適切に反映しているか疑問が生じるところである。自転車駐車場に関して生じて

いる問題を適切に把握するためには、現場担当者から指定管理者の本社への報告だけで

なく、利用者や近隣住民が、直接、指定管理者の本社へ問い合せることが出来る窓口を

設けることが必要である。 

この点、南千住駅東口及び日暮里駅前の各自転車駐車場の指定管理者の事業計画書に

は、「サービスの実施に関する事項」の「利用者サービスの向上」に関する具体的方法

として、問合せセンター（主な業務： ①区民からの問い合わせ、苦情に対しての対応 

②トラブル対処後、対処方法を再考し、再発防止策を検討すること）を開設した上で、

自転車駐車場に連絡先を掲示する旨が記載されているが、実際には、連絡先の掲示がな

されていなかった。速やかに、各自転車駐車場に、連絡先を掲示する措置を講ずること

が必要なものと考える。 

なお、往査時における監査人の指摘を受け、指定管理者は問い合わせなどについての

連絡先を掲示したとのことである。 
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１１．自転車駐車場内における放置自転車の取扱いについて 

自転車駐車場内に不正利用と思われる自転車が存在した場合には、指定管理者業務仕

様書上、指定管理者は撤去することが可能とされている。このうち、②期間が７日を経

過しても継続して駐車してある自転車、④明らかに機能を喪失している自転車、につい

ては、路上における放置自転車と同等の状況にある場合が多いものと推測される。 

 

駐車場の不正利用自転車の撤去 

指定管理者は、自転車駐車場内に次の各項のいずれかに該当する自転車があるときは、

当該自転車を撤去することができる。 

① 利用の承認を受けないで駐車してある自転車 

② 期間が７日を経過しても継続して駐車してある自転車 

③ 利用承認の取消し等を受けた者の自転車 

④ 明らかに機能を喪失している自転車 

⑤ 前記に掲げるもののほか、指定管理者が不正利用と認める自転車 

（指定管理者業務仕様書より監査人が作成） 

 

 

＝監査の結果及び意見＝ 

 

（１）現状の取扱い 

今般の監査において、日暮里駅前自転車駐車場にて駐輪場内放置自転車の聞き取りを

行ったところ、以下の状況であった。 

 

○ 一時利用にて入場した自転車が放置された場合、係員が、自転車駐車場内に設置さ

れた廃棄ゾーンに移動させる。 

○ 定期利用の自転車が放置された場合、係員が、自転車駐車場内に設置された廃棄ゾ

ーンに移動させた上、定期利用契約者に対して、ハガキなどにて回収を促す。 

○ 所有者が取りに現れない自転車は盗難車である恐れもあるため、防犯ナンバーがあ

る場合には、２週間程度経過後に、警察に届け出ている。 

○ 廃棄ゾーンに移動された自転車は、指定管理者が契約した業者に回収を依頼してい

る。平成２０年４月に開設してから、２回程行っている。 

 

 

（２）通常の放置自転車と同様の撤去ルートの検討 

指定管理者業務仕様書上、一定の条件に該当する放置自転車については、指定管理者
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が撤去することが認められているが、詳細な取り扱いは定められていない。また、路上

で放置された自転車とは異なり、三河島自転車等保管場所に移動するなどの対応はなさ

れず、指定管理者が、直接廃棄する対応が採られている。 

自転車駐車場の利用者が、利用料を支払わないままに自転車を放置している状態のた

め、本来的には、利用者と指定管理者との間における債務不履行の問題である。しかし、

指定管理者にとっては、利用者が病気や転勤など何らかの事情で取りに来ることができ

ないのか、それとも、当初から廃棄の目的で利用したのか判別することが困難なため、

一定の取り置き期間が必要になる。しかし、駐車期間が長期にわたる場合には、利用料

が高額となることもあり、利用者が取りに来る可能性は低くならざるを得ないのが実態

である。 

日暮里駅前自転車駐車場は利用率が相対的に低いこともあり、廃棄スペースが確保で

きており、駐車スペースとの関係では、大きな問題は生じていない。しかし、利用率が

相対的に高い南千住駅東口及びセンターまちやの各自転車駐車場では事情が異なるとと

もに、放置自転車の取り置き期間についても、その取扱いは、各自転車駐車場によって

異なっている。 

指定管理者業務仕様書上は、７日を経過しても継続して駐車してある自転車について

は、その時点で、撤去することが可能とされているが、実際には、背景が不明な場合が

多いことから、その時点において撤去することは困難である。 

現状、各自転車駐車場において撤去された自転車は廃棄されているが、他の放置自転

車と同一の処理とすることにより、売却の対象とすることも可能となる。加えて、利用

者に対して、長期間残置された自転車の撤去（更には、売却）の流れを明確化し、取り

扱いの公平性を担保するためにも、自転車駐車場内の放置自転車についても、指定管理

者に廃棄までの処理を委ねるのではなく、他の区有施設内駐輪場の放置自転車と同様の

撤去ルートとすることを検討する必要がある。 
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１２．センターまちや管理組合に係る情報共有について 

町屋駅前再開発時に建設されたセンターまちやには、地下階にセンターまちや自転車

駐車場、３～４階にムーブ町屋が設置されており、荒川区が区分所有する形態となって

いる。区分所有者である荒川区は、管理組合に対して、その入居区画に対応した管理費、

特別修繕費及び組合費など（以下「負担金」という。）を支払う必要があるが、センタ

ーまちや自転車駐車場に該当するものについては、指定管理者であるサイカパーキング

株式会社が、自転車駐車場利用料を財源として支出している。また、ムーブ町屋相当分

については、所管課である区民課より支出されている。 

センターまちや管理組合の総会には、センターまちや自転車駐車場の所管である交通

対策課の担当者は出席しておらず、ムーブ町屋を所管する区民課の担当者が代表して出

席している。 

 

 

＝監査の結果及び意見＝ 

 

センターまちや管理組合に対する負担金は、指定管理者が負担すべき費用とされてお

り、自転車駐車場利用料を財源として支出されている。このため、当該負担金は、指定

管理業務の収支に影響することとなる。このため、指定管理者から区に対する納付額を

決定する際の根拠となる収支計画上の収支や、納付額を超える収支があった場合にその

額の５０％を区に納付する旨の基本協定に基づく納付額に影響を与えることから、結果

的に、区の財政収支にも影響することとなる。 

現状、所管課である交通対策課は、「将来における負担金の負担増加の可能性の有無

等に関する情報」などの重要事項が総会で示された場合には、区民課より情報が来るよ

う申し合わせているとのことである。これまでにそのような事例は無いが、これらは、

センターまちや自転車駐車場事業に係る収支管理を行う上で重要な情報であることから、

引き続き、区民課と交通対策課との間において、組織横断的な情報共有を行い、ひいて

はセンターまちや自転車駐車場事業に係る収支管理の合理性を確保すべきものと考える。 
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１３．備品管理について 

荒川区は、指定管理業務に必要と考えられる備品などを指定管理者に無償で貸与して

いる。指定管理者は荒川区が無償で貸与した備品などを常に有効な状態に保つものとし、

備品などが経年劣化などにより業務実施の用に供することができなくなった場合には、

荒川区との協議により、必要に応じ自己負担で当該備品などを購入又は調達することと

されている。また、指定管理者は、故意又は過失により備品などを損滅失したときは、

自己負担により弁償または当該物の機能及び価値を有するものを購入することとされて

いる。 

 

（荒川区による備品等の貸与） 

第２４条 荒川区は、別紙２に示す備品等（以下「備品等」という。）を、無償で指定

管理者に貸与する。 

２ 指定管理者は、指定期間中、備品等を常に良好な状態に保つものとする。 

３ 備品等が経年劣化等により本業務実施の用に供することができなくなった場合、荒

川区は、指定管理者との協議により、必要に応じて自己の費用で当該備品等を購入

又は調達するものとする。 

４ 指定管理者は、故意又は過失により備品等をき損滅失したときは、荒川区との協議

により、必要に応じて荒川区に対しこれを弁償又は自己の費用で当該物と同等の機

能及び価値を有するものを購入又は調達しなければならない。 

５ 指定管理者は、第１項に定めるもののほか、指定管理者の任意により備品等を購入

又は調達し、本業務実施のために供することができるものとする。 

（基本協定書より抜粋） 

 

今般の監査において、南千住駅東口、センターまちや及び日暮里駅前の各自転車駐車

場の指定管理者に貸与された備品などについて、荒川区と指定管理者の基本協定書に基

づき、適切に管理・運用がされているかどうか確認した。 

具体的には、基本協定書に記載されている備品などが、荒川区の台帳である「供用備

品一覧表」に記載されているかどうかを確かめるとともに、現物実査を実施した。なお、

開設時に初度調弁として調達された備品などについては、施設と一体で購入されたもの

として公有財産の一部に包含され、区分管理されていないことから、「供用備品一覧表」

との照合は省略した。 
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＝監査の結果及び意見＝ 

 

（１）基本協定書上の情報の適時な更新について 

次表に記載した南千住駅東口自転車等駐車場の２点（電話・ＦＡＸ機、無停電電源装

置）及びセンターまちや自転車駐車場の1点（小型ポンプ）については、基本協定書の

別紙に貸与備品として記載があるものの、自転車駐車場建設時に、施設と一体として調

達（初度調弁）された備品などであるため、区の「供用備品一覧表」に記載はない。今

般の実査において、現物を確認したところ、同種の備品の存在は確認できたものの、規

格などが基本協定書に記載されたものと異なっていた。指定管理者へのヒアリングによ

ると、老朽化などによる機能不全に伴い、数年前に取り換えたものであり、当初のもの

とは異なるとのことであった。 

区が新たに購入した備品などとして金額的な要件を満たすのであれば、区の所有する

備品として「供用備品一覧表」に登載するとともに、覚書もしくは変更協定書などを締

結し、基本協定書に記載された貸与備品などの規格を変更する必要がある。一方、指定

管理者が、区との協議の結果、自己の財源にて代替備品を購入したのであれば、指定管

理者の所有する備品などであることから、基本協定書上の貸与備品のリストから削除す

る必要がある。 

 

【南千住駅東口自転車等駐車場】 

品名 台数 規格 

電話・FAX機 １ ブラザー ＭＦＣ ６１５ＣＬ 

無停電 電源装置 １ ＡＰＣ smart-ups ７５０ 

（基本協定書 別紙２ 管理物件 より抜粋） 

 

【センターまちや自転車駐車場】 

品名 台数 規格 

小型ポンプ １ 電気式低騒音・最高圧 ４０kg/cm 

（基本協定書 別紙２ 管理物件 より抜粋） 

 

また、センターまちや自転車駐車場の背当回転椅子は基本協定書の別紙に貸与備品と

して記載されるとともに、供用備品一覧表にも記載がなされている。しかし、現物実査

を行ったところ、２台のうち１台は破損しており、自転車駐車場の倉庫に保管されてい

る状態であった。備品などが経年劣化などにより業務実施の用に供することができなく

なった場合、区は、必要に応じて当該備品などを購入又は調達することとされているが、

本件備品などについては、新規に調達などはされていない。破損した状態のまま修繕な
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どを行わず、今後も使用することができない状態が継続するのであれば、廃棄処分を行

い、供用備品一覧表にも反映させるとともに、基本協定書上の貸与備品のリストからも

削除することを検討する必要がある。 

 

【センターまちや自転車駐車場】 

品名 台数 規格 

背当回転椅子 ２  

（基本協定書 別紙２ 管理物件 より抜粋） 

 

いずれにしても、事実関係を確認した上で、適切な対応を図る必要があるとともに、

今後、貸与備品などの状況に変更があった場合には、適時、基本協定書に、その内容を

反映させることが必要である。 

 

 

（２）備品シールの貼付による貸与備品の明確化について 

指定管理者に無償貸与されている備品などの中には、開設時に初度調弁として調達さ

れた備品などについては、施設と一体で購入されたものとして公有財産の一部に包含さ

れることから、区の財産管理上、備品としての取扱いはなされない。このため、供用備

品一覧表にも記載されず、固有の備品番号も付与されないとともに、区の様式による備

品シールも作成対象とならない。ちなみに、基本協定書上、貸与備品のリストに記載さ

れているものの、初度調弁のため、供用備品一覧表に記載がないものは、次表のとおり

である。 

しかし、初度調弁された備品などについても、区の財産であることには変わりは無く、

通常の備品と同等に管理することが望まれる。現状、区の備品に該当するものについて

は、区から配布された備品シールの貼付対象となるが、初度調弁された備品などについ

ても、ラックなどのように、明確に判別できるものは別として、独自の様式にて備品シ

ールを作成・貼付することにより、指定管理者所有の備品と明確に区分し、管理するこ

とが望まれる。 
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【南千住駅東口自転車等駐車場】 

品名 台数 規格 

電話・ＦＡＸ機 １ ブラザー ＭＦＣ ６１５ＣＬ 

無停電 電源装置 １ ＡＰＣ smart-ups ７５０ 

管理室 エアコン １ ダイキン工業 Ｆ３６ＨＴＮＳ-Ｗ 

スウィング式ラック １,０５１   

高低ラック ３２５   

コインポスト ５ ミニバイク用（料金後払い式） 

サイクルゲート（一式） １ 

自動ゲート、ゲート制御版、利用者通路柵、フ

ェンス、管理用パソコン、定期自動更新、一時

利用発券機 

コンベア ３  

 

【センターまちや自転車駐車場】 

品名 台数 規格 

ゲートシステム ４   

自動更新機 ２   

搬送コンベアー ４   

ラック １,４０７ ２段式６３８台、１段スウィング式１３１台 

小型ポンプ １ 電気式低騒音・最高圧４０㎏/cm 

 

【日暮里駅前自転車駐車場】 

品名 台数 規格 

片袖机 １ １０００×７００×７００ 

折りたたみテーブル ２ １８００×４５０×７００ 

折りたたみ椅子 ４ ４５４×５０５×７９３ 

肘なし椅子 ２ ５１８×４９４×８４０ 

ロッカー（８人用） １ ９００×５１５×１７９０ 

書庫（引違い戸） １ ８００×４００×１１２０ 

高低ラック １,２１９   

サイクルゲート一式 １ 自動ゲート、管理用パソコン、精算機など 

コンベア ２   

掃除用ロッカー １ ６０８×５１５×１７９０ 

壁掛時計 ４   
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Ⅲ．各論（自転車置場関連） 

１．自転車置場等利用登録手数料減額・免除申請書の見直しについて 

自転車置場は、区内１２か所が設置されており、一時利用スペースを有する３か所を

除き、区役所にて定期利用の登録をすることにより、利用が可能となる。その際、利用

を希望する者は、「自転車置場利用登録申請書」（以下「利用登録申請書」という。）

を提出することとされている。また、登録手数料は、登録日から年度末日（３月３１日）

までを期間として、荒川区民が３,３００円、区民以外が６,６００円と定められている

が、一定の要件に該当する者については、放置防止条例第１９条第２項により、登録手

数料を減額もしくは免除することができるものとされている。その際、減免を希望する

者は、所定の「自転車置場等利用登録手数料減額・免除申請書」（以下「減免申請書」

という。）を提出することとされている。なお、平成２５年度における減免は、全て生

活保護世帯に対する免除のみである。 

 

【放置防止条例】 

（登録手数料） 

第１９条 （省略） 

２ 区長は、特別の理由があると認めるときは、登録手数料を減額し、又は免除するこ

とができる。 

 

【放置防止条例施行規則】 

（登録手数料の減免） 

第２２条 条例第１９条第２項の規定により登録手数料を減額し、又は免除することが

できる場合及びその額は、次のとおりとする。 

（１）利用登録者が生活保護法による生活扶助を受けている者であるとき。免除。 

（２）前号に定めるもののほか、区長が必要があると認めるとき。５割減額。 

２ 前項の規定により登録手数料の減額又は免除を受けようとする者は、自転車置場等

利用登録手数料減額・免除申請書により区長に申請しなければならない。 

３ 前項の規定による申請があった場合において、区長は、当該申請が第１項に掲げる

減額又は免除事由に該当しないと認めるときは、自転車置場等利用登録手数料減

額・免除不承認通知書により当該申請をした者に通知するものとする。 

 

 

＝監査の結果及び意見＝ 

 

今般の監査において、南千住第四、京成駅前及び道灌山通り第一の３か所の自転車置
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場をサンプルとして、登録手数料が免除されている者を対象に、利用登録申請書及び減

免申請書などに基づき、適切に登録手続きがなされているか否かを確認した。 

その結果は、次表のとおりであり、サンプルとした１４件のうち、利用登録申請書は

全員から提出を受けていたものの、規則で定められている減免申請書については、その

半数以下の６件の提出のみであった。ただし、減免申請書の提出がなされていないもの

の中には、利用登録申請書に生活保護を証する書面の写しが添付されているものや、減

免条件に該当することを確認した旨のコメントが付記されているものもあり、必ずしも、

減免審査自体がなされていないものではないと考える。 

この要因としては、減免対象者は全て生活保護受給世帯の者であるが、利用登録する

際に提出する利用登録申請書に、生活保護受給者の世帯主名、世帯番号及び開始年月日

を記載する欄があることから、利用登録申請書に加えて、減免申請書の作成及び提出ま

で求めなかったということが考えられる。規則上、利用登録申請書に加えて提出する減

免申請書の内容は、利用登録申請書の内容と重複していることから、区の事務上、申請

書が１枚増加するのみであるとともに、利用者の立場からしても煩雑でしかない。今後、

規則を改正し、減免申請書自体を利用登録申請書に統合することを検討することが、事

務の効率化及び利用者の利便性の観点から望ましいものと考える。 

また、減免申請時には、国民健康保険証や証明書などの提示を受け、区の窓口にて、

減免条件に合致しているか否か確認するが、特段、その写しなどの提出までは求めてい

ない。このため、窓口にて確認した職員が、申請書にその旨を手書きで付記する運用が

採られているが、統一的な記載となっておらず、場合によっては、どういった書面にて

確認したか不明なものもある。確認できる書面は想定できることから、申請書に、あら

かじめ各書面の名称を記載したチェック欄を設けておき、確認した際には、これにチェ

ックする運用とするなど、改善することが望ましいものと考える。 

 

【利用登録申請書、減免申請書の提出状況】 

自転車置場 減免者数 
利用登録申請書 減免申請書 

提出者数 提出割合 提出者数 提出割合 

南千住第四 １人 １人 １００％ ０人 ０％ 

京成駅前 １２人 １２人 １００％ ５人 ４１％ 

道灌山通り第一 １人 １人 １００％ １人 １００％ 

合計 １４人 １４人 １００％ ６人 ４２％ 
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Ⅳ．各論（委託業務・売却契約関連） 

１．委託業務の概要 

平成２５年度における主な委託業務は、以下の通りである（委託金額は決算額）。 

 

【主な委託業務】 

委託業務名 委託業者 
業者の 

決定方法 
委託金額（千円） 

自転車等放置防止・指導啓発業

務委託 

公益社団法人荒川区 

シルバー人材センター 
随意契約 ５０,２８２ 

自転車置場整理業務委託 
公益社団法人荒川区 

シルバー人材センター 
随意契約 １６,０４８ 

自転車保管場所管理・自転車等

返還業務委託 
鈴村梱包運輸株式会社 提案型評価 １５,２６３ 

放置自転車等撤去・運搬業務委

託 
有限会社諏訪運送店 競争入札 ９,８５０ 

日暮里駅前自転車駐車場出入口

整理・補助等業務委託（注） 
株式会社ソーリン 随意契約 １,９２２ 

センターまちや自転車駐車場出

入口整理・補助等業務委託（注） 

サイカパーキング 

株式会社 
随意契約 ２,８８３ 

（注）各自転車駐車場の指定管理者に随意契約。 

 

 

２．放置自転車撤去警告・指導啓発業務委託について 

（１）委託契約の概要 

荒川区では、駅周辺などで自転車等の利用者に対し放置防止の呼び掛けや放置自転車

等の整理を、公益社団法人荒川区シルバー人材センター（以下「シルバー人材センター」

という。）に委託している。 

本契約は、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第３号を根拠規定として、①シル

バー人材センターは、荒川区在住の高齢者が会員となっている社団法人であり、本件を

委託することで、健康で働く意欲のある高齢者に就業機会を提供することになること、

②シルバー人材センターは平成１１年度から本件業務を受託しており、これまでの履行

状況は良好であることから、シルバー人材センターを契約相手方とした随意契約となっ

ている。 
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（２）業務内容 

仕様書に記載されている業務内容は以下のとおりであり、これらの業務を、原則、荒

川区内の主要駅である南千住、町屋、日暮里、西日暮里、三河島、新三河島、熊野前、

三ノ輪の各駅において、年末年始を除く毎日、午前・午後の２回行っている。 

 

①自転車等利用者に対する放置防止の呼び掛け 

②自転車等利用者に対する自転車置場・自転車等駐車場の利用方法・場所等の説明 

③放置自転車等への放置禁止啓発札の貼り付け 

④通行の妨げになった放置自転車等の整理（整理の際に自転車を移動させないこと） 

⑤区の定めた場所への放置禁止カラーコーン等の設置 

⑥放置自転車等撤去業務の作業 

⑦区で作成したチラシ等の配布 

⑧駅毎に責任者を選任し、責任者は受託者からの連絡を駅担当者に周知させる。 

⑨上記業務終了後、駅周辺の清掃 

⑩その他、業務内容に関して疑義が生じた場合は区と協議し定める。 

 

 

＝監査の結果及び意見＝ 

 

（１）業務指示及び業務実績の適切な把握について 

シルバー人材センターは毎月の業務完了後、自転車等放置防止・指導啓発業務実施日

数報告書を荒川区長に提出しているが、各駅の午前もしくは午後において、業務を実施

したか否かが記載されているのみで、実際の業務内容が記載されていない。 

また、仕様書では配置地域・時間表・年間日数が決められているのみであり、人員数

については指定しておらず、シルバー人材センターが見積書において人員数を見積って

いるが、実際に何人の人員が投入されたかの報告は求めていない。 

しかし、本件委託業務のように、指導員が、放置自転車に対して撤去警告札を貼付し、

自転車利用者に対して指導啓発などを行う業務においては、指導員の人員数自体が業務

の効果に比例する可能性が高い。加えて、区の所管課が、現地にて委託業務の成果を確

認する機会は少ないことから考えても、現状の方式により、委託業務が適切に遂行され

ていることを確認できているとは言い難い。 

今後、この委託業務の性格からも、例えば、配置場所周辺の前年度の放置自転車台数

を伝え、業務の適切な遂行に必要な人員数の判断を仰ぐなど、毎年度、見直しを図る必

要があるものと考える。また、区が提示した仕様に基づいて、受託業者であるシルバー

人材センターが実施した業務の実績（配置人員数、業務ごとの実施結果、課題など。）



テーマ 放置自転車対策事業及び自転車駐車場の管理運営について 

87 

を区に報告する運用とし、委託業務の状況を適切に把握する必要がある。 

 

 

【自転車等放置防止・指導啓発業務実施日数報告書 記載事例】 

自転車等放置防止・指導啓発業務実施日数報告書 

平成２６年３月３１日 

荒川区長殿 

 

自転車等放置防止・指導啓発業務について、下記のとおり報告いたします。 

 

報告者（受託者） 住所 ×××× 

         氏名 公益社団法人 

            荒川区シルバー人材センター 

 

                      Ａ 契約業務を実施しました。 

 平成２６年３月 西日暮里駅（午前）    Ｂ 契約業務を中止しました。 

 

実施日 啓発指導 実施日 啓発指導 

１日 Ａ / Ｂ １７日 Ａ / Ｂ 

２日 Ａ / Ｂ １８日 Ａ / Ｂ 

３日 Ａ / Ｂ １９日 Ａ / Ｂ 

（以下、省略） 

１５日 Ａ / Ｂ ３１日 Ａ / Ｂ 

１６日 Ａ / Ｂ   

 

 のべ、３１日間、契約業務を実施しました。 

 

 

 

（２）委託業務の品質向上策について 

第３８回荒川区政世論調査（平成２６年１月）において、現在、区が力を入れている

と思う事業を調査しているが、放置自転車対策は第２位となっている。過去５年の調査

でも、放置自転車対策は第２位又は第３位となっており、区民からも注目されている事

業であることが窺える。区内の放置自転車数自体も減少傾向にあるが、これには、当該

委託業務についても、一定程度、貢献してきたものと思われる。 
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日々、熱心に仕事に取り組んでいる方々がほとんどであるが、もっと効率よく自転車

の整理をすべき、一部職員の仕事が不十分である、挨拶がないなどの声が上がっている

とのことである。こうした中で、区の所管課によれば、平成２６年３月に、区とシルバ

ー人材センターとで、研修会を共同開催し、業務内容の再確認を行うなど、会員の意識

啓発に努めているとのことであるが、年間５千万円を超える委託費を拠出している事業

者であり、シルバー人材センターに対して、指導啓発業務などに係る質の向上策を更に

求めるべきである。例えば、シルバー人材センター内で、長年、本件業務に従事し、評

判の良い職員をモデルとして研修を実施するとともに、現場の指導員の業務実施状況を

把握し、評価する枠組みを構築することなどが想定されるが、仮に、シルバー人材セン

ターの体制では、自前で研修や現場管理などを行うことが困難ということであれば、自

転車駐車場周辺のエリアについては、各指定管理者に撤去警告・指導啓発等業務を委託

し、その要員は、シルバー人材センターから雇用することを条件とすることも考えられ

る。 

いずれにしても、業務の質を継続的に向上させるような方策を、受託事業者であるシ

ルバー人材センターに求めていく必要がある。 

 

 

（３）指定管理者との連携について 

今般の監査において、自転車駐車場の指定管理者にヒアリングしたところ、自転車駐

車場周辺にて撤去警告や指導啓発業務を行っているシルバー人材センターとの間におい

て、特段の連携はなされておらず、定期的な情報交換の場も設置されていないとのこと

である 

今後、区、同一のエリアにおいて、同じ放置自転車対策事業の一翼を担う事業者であ

る自転車等駐車場の指定管理者及びシルバー人材センターとの間において、定期的な情

報交換や連携策を検討する場を設置し、効果的な事業実施を図ることが望ましい。 

 

 

（４）仕様書に記載された業務内容の整理について 

仕様書上、業務内容の一つとして、「⑥放置自転車等撤去業務の作業」が記載されて

いるが、現実には、シルバー人材センターは行っておらず、区の所管課も求めていない

とのことである。仕様書は、契約書の一部を構成するものであり、実施が想定されない

業務については、速やかに削除することが望ましい。  
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３．放置自転車等の撤去業務委託について 

（１）委託契約の概要 

荒川区では、放置自転車等撤去・運搬業務委託について、過去３年間の貨物運送にお

ける実績（官公庁実績３００万円以上又は民間実績６００万円以上）を要件として、営

業種目「運搬請負」に登録のある区内業者５社を対象とした制限付き一般競争入札を実

施し、業者を選定している。 

 

 

（２）業務内容 

仕様書に記載されている業務内容は、以下のとおりである。 

 

①放置自転車等撤去 

・ 放置自転車等（放置禁止区域内は撤去警告札を取付けてから１時間以上経過した後、

放置禁止区域外は撤去警告札を取付けてから１週間以上経過した自転車等）は撤去

警告札の日時を確認し撤去する。 

・ 撤去自転車等をトラックに積み上げる前は、近辺の金融機関・商店等にこれから放

置自転車等を撤去する旨を周知する（車上放送等）。 

・ 放置禁止区域内においては、放置自転車等撤去後、チョークで路上に撤去した旨大

きく表示をする。また、必要に応じて警告看板等にも撤去した旨表示をする。 

・ 撤去自転車等を保管場所に収容後「撤去状況報告書」を作成する。 

・ 保管場所責任者の指示により、撤去自転車等保管台帳作成の補助をする。 

・ 撤去自転車等のカゴ・荷台等にあるゴミ類については、受託者の責務において回収

し分別の上、関係法令に基づき処分する。 

・ 業務責任者は、区職員の指示により、放置防止バリケードや放置防止看板等の設置

を行う。 

 

②放置自転車等運搬 

・ 撤去自転車等は各放置場所から三河島自転車保管場所等に運搬する。運搬の際には、

自転車を破損させないよう細心の注意を払う。 

・ 撤去自転車等のうち、明らかに機能を喪失していると思われる自転車等（機能を喪

失している自転車の認定は、区職員が行う）は宮地自転車保管場所等に運搬する。

業務責任者は、運搬先等に変更があった場合、区担当者の指示に従う。 

・ 保管場所責任者の指示により、三河島自転車保管場所にある自転車等を宮地自転車

保管場所に運搬する。 
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・ 運搬の実施は、荒川区指定日に実施する。 

・ 業務責任者は、その他区職員及び保管場所責任者の指示により、自転車等を指定場

所へ運搬する。 

 

③保管自転車等整理等 

 業務責任者は、保管場所責任者及び区職員の指示により、撤去自転車等の整理・配置

替え等を行う。 

 

④その他 

 業務責任者は、業務内容に関して区職員の指示に従う。 

 

 

（３）平成２５年度における自転車等の撤去実績 

次表は、業務委託業者である有限会社諏訪運送店から提出される、各月の放置自転車

等の撤去報告を基礎に、発地、作業内容及び着地別に撤去台数をまとめたものである。 

撤去については、南千住駅・町屋駅・日暮里駅・西日暮里駅・三河島駅・熊野前駅・

赤土小前駅で行われ、三河島自転車保管場所へ運搬される。また、保管期間が概ね１か

月を経過した自転車等は三河島自転車保管場所から宮地陸橋下保管場所（無人）へ移送

される。 

着地のうち真土は、社会福祉法人荒川区社会福祉協議会に、障害者活動及び国内リサ

イクルの一環として撤去自転車を譲与するためのものである。熊野前は、海外リサイク

ルの一環として、再生自転車海外譲与自治体連絡会（ＭＣＣＯＢＡ）の整備場所に移送

するものである。また、白井エコセンターと板橋は、原動機付自転車を、廃棄処分のた

め、足立区又は板橋区に移送しているものである。 

なお、苦情などにより撤去された自転車等は、南千住の自転車保管場所（無人）へ運

搬される。 
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【平成２５年度における撤去台数の発地別などの内訳】      （単位：台） 

発地 作業内容 着地 
平成２５年度合計 

自転車 廃棄 原付 

南千住駅 撤去 三河島 ８５８ ０ ０ 

町屋駅 撤去 三河島 ２,２５８ ０ １０ 

日暮里駅 撤去 三河島 １,２７４ ０ １４ 

西日暮里駅 撤去 三河島 １,７１８ ０ ２４ 

三河島駅 撤去 三河島 ３１９ ０ １ 

熊野前駅 撤去 三河島 １２７ ０ ２ 

赤土小前駅 撤去 三河島 ７６ ０ ０ 

撤去小計 ６,６３０ ０ ５１ 

三河島 移送 宮地 ３,８００ ０ ３１ 

三河島 移送 熊野前 ２４ ０ 0 

宮地 移送 三河島 ５ ０ １ 

宮地 移送 真土 ５６８ ０ 0 

宮地 移送 熊野前 １９２ ０ 0 

宮地 移送 白井ｴｺｾﾝﾀｰ ０ ０ ２０ 

宮地 移送 板橋 ０ ０ ２０ 

真土 移送 宮地 ６７ ０ ０ 

真土 移送 熊野前 ５６ ０ ０ 

熊野前 移送 南千住 １３ ０ ０ 

熊野前 移送 宮地 １２４ ０ ０ 

陳情 撤去 南千住 １,６９３ ０ １５ 

陳情 撤去 三河島 ０ ０ ８ 

移送小計 ６,５４２ ０ ９５ 

合計 １３,１７２ ０ １４６ 

配車台数 ３１８ 

配車1台当たり台数 ４２ 

（有限会社諏訪運送店からの放置自転車等の撤去報告より集計） 
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＝監査の結果及び意見＝ 

 

（１）撤去業務の実施日時について 

現状では平日のみ撤去が行われており、平日の夜間撤去が週１回行われている状況で

ある。放置自転車の状況にもよるが、平日の夜間撤去や休日も行うことに啓発的効果が

あると考えられることから、費用対効果を考慮した上で、夜間撤去の回数の増加や、年

に数回程度は、休日の撤去業務を実施することについても検討することが望ましい。 

 

 

（２）南千住自転車保管場所に収容される自転車について 

南千住自転車保管場所に収容される自転車は、①区役所やその他の区施設（区民事務

所、図書館、保育園、小・中学校、あらかわ遊園など）の駐輪場に長期間に渡って置か

れていて所有者が現れず、引き取り手のない自転車、②公園やひろばなどに長期間に渡

って置かれていて、所有者が現れず、引き取り手がなく、道路公園課により持ち込まれ

た自転車、③放置禁止区域外に放置されていて、苦情・通報などにより区職員が警告し

たにもかかわらず、１週間経過してもなお所有者が現れず同じ状況のままの場合に撤去

した自転車で、自転車として利用することが難しいもの、かつ防犯登録がされていない

か番号が読み取れないものとのことである。 

このうち③については、放置防止条例第１３条、第１５条第１項但し書き、同施行規

則第４条、第５条第２項に基づき、自転車等を撤去しているものである。これに対して

①②については、各施設からの依頼に基づくもので、条例第１５条に基づく撤去した自

転車等に対する措置とは異なるとのことである。今後、条例の枠内に含めて運用するか、

別途、明確な根拠規定を策定して運用すべきと考える。 

 

【放置防止条例】 

第１３条 区長は、放置禁止区域外の公共の場所において、自転車等の放置により良好

な生活環境が阻害されていると認めるときは、自転車等の利用者等に対し、放置をす

ることのないよう指導するものとする。 

２ 区長は、前項に規定する措置を講じてもなお自転車等の放置がされているときは、

当該自転車等を撤去することができる。 

第１５条 （省略）ただし、明らかに自転車等の機能を喪失していると認められ、かつ、

利用者等の確認ができないものについては、直ちにこれを処分することができる。 

【放置防止条例同施行規則】 

第４条 区長は、（省略）自転車等を撤去しようとするときは、あらかじめ次に掲げる

撤去警告札により警告又は指導するものとする。（以下、省略） 
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第５条 

２ 区長は、前条第２号の規定による指導をした後、７日を経過してもなお自転車等の

放置がされているときは、当該自転車等を撤去するものとする。 
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４．三河島自転車保管場所管理・自転車等返還業務委託について 

（１）委託契約の概要 

荒川区では、撤去された自転車等を三河島自転車保管場所に受入れ、概ね１か月間同

保管場所で保管し（その期間を過ぎたものは、宮地陸橋下保管場所へ移送される。）、自

転車等の引取者に対して返還する業務を鈴村梱包運輸株式会社に委託している。 

本契約は、地方自治法施行令第１６７条の１０第１項第２号を根拠規定として、履行

体制確認型提案評価により、５社からの提案について外部委員を含めた評価委員会を設

けて総合的に審査・評価を行って、委託候補者を選定しており、鈴村梱包運輸株式会社

を相手方とした随意契約（３年間の長期継続契約）となっている。 

 

 

（２）撤去した自転車等の返還 

荒川区が発行している区政ポケットブック２０１３（平成２５年度版）によれば、概

要は以下のとおりである。なお、保管業務時間は午前８時３０分から午後８時３０分ま

でとなっている。 

 

① 自転車等保管場所 

名称 所在地 面積（㎡） 保管可能台数 開設年月 

三河島 西日暮里１－６ １,０３７ １,０００ 平成２年１月 

宮地陸橋下 西日暮里１－１ １,００１ ７００ 昭和６１年４月 

計 ２,０３８ １,７００  

 

② 自転車等の返還 

返還場所 三河島自転車保管場所 

返還に必要なもの 身分証明書、撤去手数料、鍵 

返還日 祝日、１２月２９日から１月３日を除く毎日 

返還時間 午前９時から午後８時まで 

 

③ 撤去手数料の推移 

区分 昭和６１年～ 平成９年～ 平成１２年～ 

自転車 ２，０００円 ３，０００円 ５，０００円 

原動機付自転車 ３，０００円 ４，５００円 ７，５００円 
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（３）撤去した自転車等の返還・処分・リサイクル台数 

荒川区が集計した、平成２１年度から平成２５年度までの撤去した自転車・原動機付

自転車の返還・処分・リサイクル台数は、以下のとおりである。 

 

① 撤去した自転車の返還・処分・リサイクル台数 

（単位：台） 

区分 H２１年度 H２２年度 H２３年度 H２４年度 H２５年度 

撤去 １０,５７７ ９,０３６ １１,２７５ １０,２１１ ８,３２８ 

返還 ３,３９７ ２,６９６ ４,１８８ ４,０３０ ３,１６５ 

廃棄 ３,２４８ ３,２２０ ４,２０５ ３,６８９ ０ 

売却 ３,２８０ ２,２９５ １,９５８ １,８２３ ４,９５６ 

区内リサイクル ６００ ６００ ６００ ６００ ６００ 

海外リサイクル １００ １００ １００ １００ １００ 

（注）返還、処分の合計が撤去台数に一致しないのは、撤去後、概ね２か月間保管して

いることによる。 

 

② 撤去した原動機付自転車の返還・処分台数 

（単位：台） 

区分 H２１年度 H２２年度 H２３年度 H２４年度 H２５年度 

撤去 ５７ ３９ ６８ ６６ ７７ 

返還 １４ １５ ２６ ４４ ４６ 

廃棄 ２５ ２９ 0 ４５ ３９ 

売却 ０ ０ ０ ０ ０ 

区内リサイクル ０ ０ ０ ０ ０ 

海外リサイクル ０ ０ ０ ０ ０ 

（注）返還、処分の合計が撤去台数に一致しないのは、撤去後、概ね２か月間保管して

いることによる。 

 

 

（４）各業務の内容 

仕様書に記載されている業務内容は以下のとおりである。 

 

① 撤去自転車等の受入れ業務 

１）保管所への搬入可能台数を撤去日の午前９時までに電話で区に報告する。 
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２）放置自転車撤去前までに、撤去自転車管理システムにより撤去予定台数分の整理番

号シールを印刷する。 

３）放置自転車等撤去警告後、区の担当者から通常撤去業務指示書を受け取る。 

４）撤去され搬入された撤去自転車等の台数を確認し、通常撤去業務指示書を区に戻す。 

 

② 保管業務 

１）撤去自転車等を所定場所に保管し、あらかじめ印刷した整理番号シールを貼付した

管理札を取り付ける。 

２）撤去日・撤去駅毎に自転車等を整理する。 

３）撤去自転車管理システムによる自転車等保管台帳の作成（搬入車の特徴、所有者名

義、防犯登録番号、メーカー名、標識番号等（車体番号含む）、自転車置場等登録者

承認番号の記載）及び区への転送を行う。 

 

③ 返還業務 

１）保管場所の円滑な管理返還業務を実施するため、撤去業務・処分業務との連携を図

る。 

２）自転車等の引取者に対しては、条例等に基づく撤去業務・処分業務について説明し、

放置自転車問題を理解して貰うよう対応をする。 

３）宮地陸橋下保管場所（保管期間が概ね１か月を経過した自転車等が移送されている。）

にある自転車等の返還については、業務従事者が三河島保管場所に運搬し、三河島保

管場所において自転車等を返還する。 

 

④ 撤去費用受領業務 

１）引取者に、撤去自転車管理システムから出力した返還請求書に、引取者の住所・氏

名等を記入してもらい、記入内容を確認後、領収書券売機に手数料を納入してもらう。 

２）領収書に領収印を押印（委託先の領収印）する。 

３）受領した撤去手数料は、区が発行する納付書により金融機関に納付する。 

４）納付書の領収書・返還請求書及び券売機の日計表により翌日又は翌々日までに収納

状況を区に報告する。 

 

⑤ その他 

１）三河島自転車保管場所・宮地陸橋下保管場所の清掃を実施する。 

２）三河島自転車保管場所の開閉及び機械警備の開始・解除をする。 

３）宮地陸橋下保管場所への移送指示は撤去実施日とする。 

４）撤去等業務委託者に一定期間（約１か月）経過した自転車等を宮地陸橋下保管場所

へ移送するよう指示し宮地陸橋下保管場所の収容、整理を監督する。 
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５）侵入事件等が発生した場合、通報等を受けたときは直ちに適切な対応をとる。 

６）苦情等があった場合は、区に直ちに報告する。 

７）撤去自転車等は、盗難防止のため鎖掛けの装着・取り外しを行う。 

８）自転車保管場所について欠員が発生した場合は、本社職員等により、即座に補充す

る。 

９）チェーン錠切断者の請求に対しては、初回のものに限り、チェーン錠を支給し、チ

ェーン錠引渡し者名簿に記入する。 

１０）業務遂行中は事故防止のため、必要に応じてヘルメットを着用する。 

※ 平成２１年度から、自転車保管台帳システムを導入している。保管場所においてＰ

ＤＡ（携帯情報端末）による撤去情報の入力及び業務システムによる帳票出力など

（返還請求書など）があるので、パソコン操作ができる職員を従事させること。 

 

 

＝監査の結果及び意見＝ 

 

（１）返還率向上策の検討について 

平成２１年度から平成２５年度までにおける、自転車及び原動機付自転車に係る撤去

台数、返還台数及び返還率は、以下のとおりである。 

（単位：台） 

項目 Ｈ２１年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 Ｈ２４年度 Ｈ２５年度 

撤去（①） １０,６３４ ９,０７５ １１,３４３ １０,２７７ ８,４０５ 

返還（②） ３,４１１ ２,７１１ ４,２１４ ４,０７４ ３,２１１ 

返還率（②／①） ３２.１％ ２９.９％ ３７.２％ ３９.６％ ３８.２％ 

 

また、次表は、平成２４年度実績における２３区の返還率について、返還率の高い順

に並べたものである（出典：「平成２５年度調査 駅前放置自転車の現況と対策」東京

都青少年・治安対策本部）。 
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順位 区名 返還率 順位 区名 返還率 

１ 文京区 ７１.６％ １３ 足立区 ５３.０％ 

２ 目黒区 ７１.５％ １４ 練馬区 ５２.４％ 

３ 渋谷区 ６７.７％ １５ 江東区 ４９.６％ 

４ 世田谷区 ６６.８％ １６ 中野区 ４７.３％ 

５ 杉並区 ６６.５％ １７ 千代田区 ４５.７％ 

６ 葛飾区 ６４.１％ １８ 墨田区 ４５.３％ 

７ 大田区 ６３.０％ １９ 新宿区 ４３.３％ 

８ 江戸川区 ６１.３％ ２０ 港区 ４０.２％ 

９ 品川区 ６１.２％ ２１ 荒川区 ３９.６％ 

１０ 豊島区 ６０.２％ ２２ 台東区 ３４.６％ 

１１ 北区 ５７.５％ ２３ 中央区 １０.３％ 

１２ 板橋区 ５４.３％ ２３区平均 ５７.７％ 

 

【自転車の撤去手数料が５,０００円の区】 

区名 撤去手数料 返還率 

豊島区 ○ 自転車：５,０００円 

○ 原動機付自転車：８,０００円 

６０.２％ 

北区 ○ 自転車：５,０００円 ５７.５％ 

中野区 ○ 自転車：５,０００円 ４７.３％ 

荒川区 ○ 自転車：５,０００円 

○ 原動機付自転車：７,５００円 

３９.６％ 

台東区 ○ 自転車：５,０００円 ３４.６％ 

 

平成２２年度より午後８時まで返還時間を延長したことによって、返還率は、平成２

３年度以降、３０％台の後半まで回復しているが、２３区平均（平成２４年度）が５７．

７％であることと比較すると、未だ低い返還率となっている。返還率を高めるためには、

撤去手数料の弾力性を検討した上で、これを引き下げることも検討の余地があるものと

考えられるが、一方で、撤去手数料が５,０００円と同水準の豊島区や北区においても

５０～６０％の返還率となっている。放置する者の年齢層、放置自転車等の価格帯、常

習性の有無や自転車窃盗などの犯罪に起因するのか否かなど、放置の発生要因によって

も、返還率に相違が生じるものと推測されるが、返還施策の実施方法によっても違いが

生じている可能性もある。 

今後、撤去手数料の弾力性を検討するだけではなく、他区の返還業務の実施体制など

を参考に、荒川区における放置自転車の発生要因などの実態を把握した上で、返還率の

向上策を検討する必要がある。 
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（２）仕様書の業務内容と実際の業務との相違について 

上記（４）各業務の内容①１）「保管所への搬入可能台数を撤去日の午前９時までに

電話で区に報告する」については、現状では、保管場所が一杯の状態にならないと連絡

は来ないとのことである。しかし、平成２３年秋頃に放置自転車台数が多くなり撤去台

数が増加したことがあり、保管場所の収容能力が限界に近くなった時期もあるが、それ

以降は一杯になったことはないとのことである。実態に合わせて仕様書の記載を変更す

べきである。 

また、同じく②３）に記載の自転車等保管台帳については、撤去自転車管理システム

に入力する前に手書きの自転車等保管台帳を記入しており、撤去実施日翌日には、手書

きの自転車等保管台帳を荒川区に送付して、荒川区では手書きの自転車等保管台帳を見

ながら所有者からの問合せに対応しているとのことである。この点についても実態に合

わせて仕様書の記載を変更すべきである。なお、⑤１０）によれば、事故防止のため、

必要に応じてヘルメットを着用することとあるが、三河島自転車等保管場所を視察した

際、委託業者の社員に尋ねたところ、ほとんど着用することは無いとのことであった。

しかし、保管場所が線路の高架下ということもあるため、どういった場合に着用を義務

付けるのか、区と委託業者との間で整理し、合意しておくことが望ましい。 

 

 

（３）撤去報告と保管場所受入れ台数との相違について 

鈴村梱包運輸株式会社が毎月荒川区に報告している、「保管場所の管理及び自転車返

還業務報告書」の撤去受入台数と有限会社諏訪運送店の撤去報告台数を比較したところ、

自転車については熊野前駅と赤土小前駅の間における入り繰り（いずれかの業者の記載

ミス）や一部不明なものがあったものの、大きな差異は検出されなかった。また、原動

機付自転車については１０台ほど不明差異があるが、これは苦情で南千住保管場所に移

送したものが、その後、三河島保管場所に移送されている可能性なども考えられるが、

これ以上の追跡は困難であった。今後も定期的に両報告書を確認するなどにより、適切

な台数管理を図ることが望まれる。 

なお、現状、撤去・運搬業務と保管場所管理・返還業務を別々の業者に委託している

が、一連の流れから考えると同一の業者に委託する方が効率的とも考えられる。今後、

費用対効果を考慮して検討することが必要である。 

 

 

 

 

 



テーマ 放置自転車対策事業及び自転車駐車場の管理運営について 

100 

【年間の撤去受入台数と撤去報告台数】               （単位：台） 

区分 

鈴村梱包運輸

からの撤去受

入台数① 

諏訪運送店か

らの撤去報告

台数② 

差異（②-①） 差異理由 

三河島     

 自転車     

 南千住 ８５８ ８５８ ０  

町屋 ２,２５９ ２,２５８ △１ 注１ 

日暮里 １,２７７ １,２７４ △３ 注２ 

西日暮里 １,７１８ １,７１８ ０  

三河島 ３１７ ３１９ ２ 注３ 

熊野前 １２５ １２７ ２ 注２ 

赤土小前 ７８ ７６ △２ 注２ 

計 ６,６３２ ６,６３０ △２  

原付 ６９ ５１ △１８ 注４ 

宮地     

 自転車 ０ ０ ０  

原付 ０ ０ ０  

【差異理由】 

（注１）鈴村梱包運輸株式会社の記載ミス。 

（注２）有限会社諏訪運送店の記載ミス。 

（注３）受入前に取りに来たためと思われる。 

（注４）陳情撤去による三河島着が８台、後は不明（南千住保管場所のものを持ってき

ている可能性がある。）。 

 

 

（４）返還業務報告書と放置自転車手数料歳入金額との相違について 

撤去費用を徴収した放置自転車等を対象として、鈴村梱包運輸株式会社作成の「保管

場所の管理及び自転車返還業務報告書」の返還台数及び収納金額と荒川区作成の「平成

２５年度放置自転車撤去手数料歳入状況表」の調定額総額とを照合したところ、次表の

とおり、７，５００円差異が生じていた。これは、鈴村梱包運輸株式会社の平成２５年

４月分の報告書中、４月３０日返還の原動機付自転車１台が記載漏れだったためと考え

られる。 

荒川区の歳入処理には問題ないが、今後は、委託業者から提出される報告書の記載漏

れに注意し、内容を確認することが必要である。 
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【返還台数及び返還手数料収納金額】              （単位：台、円） 

 

 

年月 

返還台数  

 

収納金額 

自転車（有料分） バイク（有料分）  

 

合計 

三 

河 

島 

宮 

地 

三 

河 

島 

宮 

地 

H２５.４ ２３１ ０ ４ ０ ２５１ １,１８５,０００ 

H２５.５ ２９０ ０ ５ ０ ３１５ １,４８７,５００ 

H２５.６ ２３３ ０ ５ ０ ２６７ １,２０２,５００ 

H２５.７ ２９１ ０ ４ ０ ３２７ １,４８５,０００ 

H２５.８ ３５０ ０ ３ ０ ３８７ １,７７２,５００ 

H２５.９ ２５０ ０ １ ０ ２８４ １,２５７,５００ 

H２５.１０ ２３５ ０ ５ ０ ２６３ １,２１２,５００ 

H２５.１１ ２４０ ０ ４ ０ ２７１ １,２３０,０００ 

H２５.１２ １９８ ０ ２ ０ ２１７ １,００５,０００ 

H２６.１ ２３８ ０ ３ ０ ２５４ １,２１２,５００ 

H２６.２ １５９ ０ ４ ０ １７４ ８２５,０００ 

H２６.３ １８６ ０ ４ ０ ２００ ９６０,０００ 

合計（①） ２,９０１ ０ ４４ ０ ３,２１０ １４,８３５,０００ 

撤去手数料

歳入状況表

（②） 

 

２,９０１ 

 

０ 

 

４５ 

 

０ 

 

３,２１１ 

 

１４,８４２,５００ 

差異 

（②－①） 
０ ０ １ ０ １ ７,５００ 

 

 

（５）撤去費用免除申請書について 

放置防止条例施行規則第１６条第１項において、撤去費用を免除することができる場

合は、撤去した自転車等が次のいずれかに該当するものであるときとすると定められて

いる。 

 

①盗難にあったものであって、当該自転車等を撤去した日前に当該自転車等に係る盗難

届が警察署に受理されているもの 

②緊急、急病その他やむを得ない理由により放置がされたもの 
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また、同条第２項において、撤去に要した費用の免除を受けようとする者は、撤去費

用免除申請書に同項に掲げる免除事由に該当することを証する書類を添付した上区長に

申請しなければならないとされている。 

平成２５年４月の撤去費用免除申請書を確認したところ、撤去費用免除申請書には特

に理由が書いておらず、放置自転車等返還申請書の備考欄に荒川区の職員に確認してそ

の他の免除で返還するとのコメントが記載されているものが複数見受けられた。その他

の免除として認められるケースとしては、①遠方で自転車の盗難にあったことに被害者

が気付いておらず、被害届が提出されたのが遅れる場合、②警察署に行ったが防犯登録

番号が分からないためすぐに被害届を受け付けてもらえず、翌日以降になって受理され

る場合、③自転車置場の利用料を支払っていたもののシールを貼付しておらず撤去され

てしまった場合などが考えられるとのことである。あくまでもやむを得ない場合に限っ

ており、処理自体には問題ないと思われるが、証跡として、どのような理由から免除さ

れているものかを、返還時に明確に記入する運用とすることが必要である。 

 

 

（６）海外譲与・リサイクル・売却の場合の撤去自転車管理システムへのバーコード入

力について 

海外譲与・リサイクル・売却の場合の撤去自転車管理システムへのバーコード入力に

ついては、荒川区の職員がバーコードを回収し、当日又は後日バーコードを撤去自転車

管理システムに入力しているとのことである。バーコードが取れてしまっているケース

もあり、正確に管理することができないこともあるとのことであるが、保管自転車現在

高日報にて、ある程度一元的に管理するためにも、海外譲与・リサイクル・売却を区別

して入力するとともに、後日、バーコード入力した場合でも、日付は実施日の日付で入

力するなどの対応が必要と考えられる。 

 

 

（７）三河島保管場所の期末実地棚卸しについて 

三河島保管場所において、現状では年度末に実地棚卸しは実施していないとのことで

ある。受払管理の妥当性を確認するためにも、年度末においてサンプルで地域・撤去日

を指定して実地棚卸しを実施することを検討すべきと考えられる。 
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５．撤去した放置自転車の売却契約について 

（１）自転車の売却 

荒川区では、放置防止条例第１５条、同施行規則第９条に基づき、撤去した自転車等

を撤去日の翌日から起算して２か月間保管した後、返還することができない自転車等に

ついては当該自転車等を売却し、又は、廃棄などの処分をすることができるとしている。

従来、使用できない自転車は廃棄処分し、それ以外を売却していたが、経費の縮減と資

源の有効活用を図るため、平成２５年度より、使用できない自転車についても一括して

売却することとした。なお、原動機付自転車については、売却せず全て廃棄処分してい

る。 

また、自転車等を売却した場合において、告示日から６か月を経過する日までに当該

自転車等の利用者などがその返還を求めたときは、荒川区は売却代金を返還することと

している。したがって、告示日から６か月経過すると区の補償義務がなくなることから、

正式に歳入処理されることになる。 

 

 

（２）物品売却契約 

荒川区では、撤去した放置自転車の売却について、年間の物品売却契約をシンコー商

会株式会社と締結している。本契約に当たっては、契約の内容や確実な履行を担保する

必要性から①都道府県公安委員会の古物商許可を受けていること、②中古自転車の海外

輸出実績があることの２点を条件に、対応する種目「不用品買受」、品目「自転車・自

動車」に登録されている７社で、指名競争入札を行っている。 

 

 

（３）引渡し及び売却手続 

仕様書によれば、撤去した放置自転車の引渡しは、毎月第一週（第一週が、土日祝祭

日のみの場合は、翌週）に、区が指定する日時及び場所において行うものとし、同月内

に追加で引渡しが必要になった場合は、別途協議の上、行うものとするとされている。

実際、毎月第一週に宮地陸橋下自転車保管場所における引渡しが行われており、４月を

除く毎月２０日前後に南千住自転車保管場所における引渡しが行われている。 

また、仕様書によれば、買受者は、区が指定する自転車を原則全て買い受けること、

買受けた自転車は自転車として他国へ輸出することとし、日本国内への再輸入は禁止す

ることなどが定められている。そして、買受者は、輸出の都度速やかに撤去した放置自

転車輸出報告書及び輸出を証明する書類（通関証明、インボイスなどのほか区が請求す

る書類）を区に提出するとともに、区から買受けた自転車が輸出先に到着した際には、
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撤去した放置自転車到着報告書により区に報告しなければならないとされている。 

なお、荒川区が集計した平成２１年度から平成２５年度までの撤去した自転車・原動

機付自転車の廃棄・売却台数は、前述のとおりであり、荒川区が集計した平成２５年度

における保管場所別売却台数、売却金額の状況は次表のとおりである。 

 

【保管場所別売却台数及び売却金額の月次推移】       （単位：台、円） 

年月 

宮地陸橋下 

自転車 

保管場所 

南千住 

自転車 

保管場所 

合計 売却金額 

H２５.４ ３００ ０ ３００ ４３７,２２０ 

H２５.５ １７９ ２５４ ４３３ ６３１,０５４ 

H２５.６ ２３０ ２９２ ５２２ ７６０,７６２ 

H２５.７ ２１５ ２１６ ４３１ ６２８,１３９ 

H２５.８ ２６６ １２６ ３９２ ５７１,３００ 

H２５.９ ２４５ １９１ ４３６ ６３５,４２６ 

H２５.１０ ２９７ １０７ ４０４ ５８８,７８９ 

H２５.１１ ３４４ ２４７ ５９１ ８６１,３２３ 

H２５.１２ ２４５ １１４ ３５９ ５２３,２０６ 

H２６.１ ２７７ １３０ ４０７ ５９３,１６１ 

H２６.２ ２４５ １２７ ３７２ ５４２,１５２ 

H２６.３ １８１ １２８ ３０９ ４５０,３３６ 

合計 ３,０２４ １,９３２ ４，９５６ ７，２２２，８６８ 

（２５年度シンコー商会株式会社自転車売却資料より作成） 

 

 

＝監査の結果及び意見＝ 

 

（１）契約書における消費税の記載誤りについて 

平成２５年４月１日にシンコ―商会株式会社と締結した物品売却契約書を閲覧したと

ころ、契約金額に関する消費税額が誤っていた。契約単価１,４５７．４円から推定さ

れる消費税は６９.４円と記載すべきところ、６６．３円と記載されていた。 

原因は、前年度（平成２４年度）契約書を当年度（平成２５年度）契約書に変更する

際に誤って消費税額を訂正し忘れて、前年度金額をそのまま使用したためと思われる。

来年度以降誤りがないよう注意されたい。 
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（２）放置自転車売却契約締結に当たっての入札手続きについて 

本件は業務の内容や契約予定単価の関係から、主管課を担当とする指名競争入札で行

われている。業務の性質上東京都近隣の県に自転車が置ける広い場所を有する会社に限

定され、また、都道府県公安委員会の古物商許可を受けていることや中古自転車の海外

輸出実績があることも条件となることから、受託できる業者が限定されてしまうため、

指名競争入札としているとのことである。また、２３区の中でも売却台数が少ないこと

から、その点でも受嘱する業者が限定されるとのことであった。 

区役所内の必要な手続きも経たうえで指名競争入札を行っていることから、手続的に

は問題はないものと考えられるが、より広く公平に入札を行うべく一般競争入札による

ことも、検討することが望ましい。 

 

 

（３）原動機付自転車の売却について 

現在、保管期間が経過した原動機付自転車は売却せず、全て廃棄処分としている。区

所管課によれば、先ずは保管台数の多い自転車を中心として改善を図ってきたものの、

原動機付自転車の処分方法の見直しはなされていないのが現状とのことである。 

他区においては、原動機付自転車についても売却処分の対象としているところもある

ことから、今後、売却処分の可能性を速やかに検討し、より財政負担の低い処分方法と

することが必要である。 

 

 

 


